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教育厚生委員会会議録 

 

日時       令和２年３月５日（木）          開会時間 午前１０時００分  
閉会時間 午後 ４時４６分 

 
場所       委員会室棟 第２委員会室 
 
委員出席者    委 員 長   渡辺 淳也  

         副委員長   志村 直毅 

委  員   皆川   巖  河西 敏郎  山田 一功  永井  学 

      向山 憲稔    飯島   修  小越 智子 

 
委員欠席者    なし 
 
説明のため出席した者  

福祉保健部長 小島 良一   

福祉保健部次長（子育て支援局次長兼職） 小野 眞奈美 

福祉保健部次長 成島 春仁   

福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 下川 和夫 

福祉保健総務課長 斉藤 毅  健康長寿推進課長 斉藤 由美 

国保援護課長 土屋 淳  障害福祉課長  小澤 清孝 

医務課長 井上 弘之  衛生薬務課長 大澤 浩   

子育て支援局長 依田 誠二 

子育て政策課長 下條 勝  子ども福祉課長 土屋 嘉仁 

 

議題 
 （付託案件） 
 第 ５号  山梨県無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件 

第１４号  山梨県幼保連携型認定こども園に関する基準を定める条例中改正の件 
第１６号  山梨県がん対策推進条例中改正の件 
第１７号  山梨県食品衛生法施行条例中改正の件  
第２０号  山梨県動物の愛護及び管理に関する条例中改正の件  
第４６号  地方独立行政法人山梨県立病院機構中期計画の認可の件 
 
請願第２－１号  子どもの歯科矯正に保険適用の拡充を求めることについて  
請願第２－２号  公立・公的病院の「再編・統合」に反対し、山梨県の地域医療の拡充

の意見書採択を求めることについて  
 
（調査依頼案件） 
第２７号  令和２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関係のも 

の及び第３条債務負担行為中教育厚生委員会関係のもの 
第３０号  令和２年度山梨県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 
第３７号  令和２年度山梨県国民健康保険特別会計予算 

 
審査の結果   付託案件については、原案のとおり可決すべきものと決定し、調査依頼案

件については、原案に賛成すべきものと決定した。  
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また、請願第２－１号については、採択すべきものと決定し、請願第２－

２号については、継続審査すべきものと決定した。  
 
審査の概要   午前１０時００分から午後４時４６分まで（午前１１時４９分から午後０

時５９分、午後２時５１分から午後３時まで休憩をはさんだ）福祉保健部関

係の審査を行った。 
 
 
主な質疑等 福祉保健部関係 

 

※調査依頼案件 

 

 ※第２７号  令和２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関係の

もの及び第３条債務負担行為中教育厚生委員会関係のもの  

質疑 

（介護福祉士等確保対策費について） 

皆川委員  福の１７ページ。介護福祉士等確保対策費の中の４番目に、介護人材等緊急

確保対策事業費があるんですけど、これは先ほど斉藤課長から新たな取り組み

として元気な高齢者などに介護助手として就業いただけるよう、施設側の求人

ニーズとマッチングを行うという説明があったんですけど、介護助手という言

葉は余り聞きなれてないです。一体この介護助手とは何ですか。わかりやすく

説明してください。 

 

斉藤健康長寿推進課長 施設等に勤務されております介護職員は、直接利用者に対しましてケ

アを行う業務のほか、洗濯やベッドメイキングなど、周辺業務も多岐にわたっ

ておりまして、本来の業務である直接ケアに専念できないというような状況に

あります。この洗濯やベッドメイキングなど、直接利用者さんにかかわらない

周辺業務を主に専門に担っていただくのが、介護助手ということで、今回は介

護助手ということを制定させていただいたところでございます。 

 

皆川委員  介護福祉士は一定の資格があってやっているんですよね。資格がない人も担

っていますけれども。介護助手だったら全く資格は要らなくて、誰でもできる

んですか。 

 

斉藤健康長寿推進課長 資格は必要ございません。 

 

皆川委員  じゃあ誰でもできるこういうことは介護福祉士とは違って、本来の介護じゃ

なくて、雑用のようなことですか。わかりやすく教えてください。 

 

斉藤健康長寿推進課長 例えば洗濯であるとか、洗濯たたみであるとか、高齢者、通ってらっ

しゃる利用者さんとの話し相手であるとか、またベッドメイキング、そのよう

な業務ということでございます。 

 

皆川委員  よくわかりました。じゃあ、元気な高齢者と施設側のマッチングということ

を言いましたけど、マッチングってどういうふうにやるつもりなんですか。 

 

斉藤健康長寿推進課長 短時間でも、例えば施設、働く側のほうにつきましては、短時間でも
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就労が可能と。フルタイムということではなくて、どちらかというと短時間を

考えておりますが、就労可能な元気な高齢者、また一般の方々、あと働こうと

思っていて、例えば子育てちょっと一段落した方にお声をかけさせていただこ

うかと思っております。 

  その方たちに、県社協にあります山梨県福祉人材センターに求職登録を行っ

ていただきます。 

  あと介護事業者は求人、また何名とか、この時間帯とか、こういう方がほし

いというような要望を出していただきまして、求人登録を行っていただこうか

と思っております。 

  そこで福祉人材センターにおいて、その求職者と求人事業者において、条件

等を鑑みまして、そこでマッチング等を図っていただこうかと思っているとこ

ろでございます。 

 

皆川委員  福祉人材センターは、山梨県のどういう位置づけなのかね。これは社会福祉

協議会の中にあるのか。あるいはどういう構成メンバーですか。 

 

斉藤福祉保健総務課長 福祉人材センターにつきましては、社会福祉法に基づくものでござい

まして、社会福祉事業の従事者を確保することを目的として、設立されました

社会福祉法人を、都道府県に一カ所に限って、都道府県福祉人材センターとし

て指定することができるものでございます。 

  本県におきましては、平成５年４月に山梨県社会福祉協議会を山梨県の福祉

人材センターとして、指定しているものでございます。 

 

皆川委員  社会福祉協議会の中にあるということ？ 

 

斉藤福祉保健総務課長 社会福祉協議会の中にあるものでございます。 

 

皆川委員  わかりました。 

  じゃあ、次にこの中の１の、外国人介護福祉士候補者支援事業費補助金とあ

りますね。これと１番最後にある５番目の外国人介護人材受入支援事業費の２

つあるんだけど、これがどういうふうに違うかわかりやすく説明してください。 

 

斉藤健康長寿推進課長 まず、１番目の外国人介護福祉士候補者支援事業費というものは、日

本と経済連携協定を結んでおります相手国とのそういった協定に基づきまして、

日本で働きたいということで入ってきている方でございます。 

  その方につきましては、もともと目的がありまして、介護福祉士候補者とい

うふうにここに書いてありますとおり、介護福祉士の資格を目指して入ってき

ていただいているところでございます。 

  この方たちと、あと５番目、この外国人介護人材受入支援事業費につきまし

ては、技能実習生が今入っておりますが、介護に携わっている方たちが入って

おります。 

  今は技能実習生、また今回新しく特定技能１号とか、新しく国のほうでも外

国人を向けての就労ということを目指しておりまして、その方たちを対象にい

たしまして、少しでも山梨県内の介護職の中で働いていただこうかと思ってお

りまして、この技能実習生及び介護分野における特定技能１号の方たちに集ま

っていただきまして、集合研修を行っているというようなものでございます。 

 

皆川委員  何か区別がよくわからないんだけど、片方は何？要するに国の政策、勉強を
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させるということだね、１番のほうは。日本語を勉強させて、介護福祉士にさ

せたいということですね、１番のほうは、ということ？ 

  まあいいや。今一番多いのはベトナム人なんだってよく言うけれど、ああい

う人たちを日本で基本を教えて、介護福祉士にしようという補助金ということ

だね、１番は。 

  ５番目の人たちとの違いがよくわからない。５番目のこれは何、もともとこ

の資格を持っている人のことなの？外国人で。教えて下さい。 

 

斉藤健康長寿推進課長 先ほどお話しさせていただきましたとおり、この外国人介護福祉士候

補者支援事業費補助金というのは、今入ってきているＥＰＡの方を対象にして

いるところでございます。 

  そのほか、外国人介護人材受入支援事業費は、特定技能１号で入ってきてい

る方、また技能実習生で入ってきている方、いわゆる県内で外国人として、施

設の中で働いている方々を対象にして、その中で介護に特化した日本語の教育

であるとか、また文化であるとか、そういったことを勉強していただこうとい

うことで研修を行っているところでございます。 

 

皆川委員  ５番目の？ 

 

斉藤健康長寿推進課長 はい。 

 

皆川委員  何となくわかったよ。何となく理解できましたんで。いいと思います。 

 

（産前産後ケアセンター事業費について） 

  もう一つ、子１３ページの子育て支援課の、産前産後ケアセンター事業費っ

てあるんですけど、これ一般的に聞くと、余り活用されてないらしいね、非常

にいい施設だって話なんだけど。 

  これについてのＰＲが事業費のところに書いてあるけど、クリアファイルを

作成するとか、テレビのＣＭを出すとかいうけど、こんなことでわかりますか、

一般の人たちが、この産前産後ケアセンターの存在というものがわかるのかど

うか、私はちょっとわからないんですけど。 

  私はなぜ来ないかというのは、もっと違う原因があるような気がするんです

よ。お金がかかり過ぎじゃないかなと思うんだけどね。 

  うちにおしゅうとさんがいるところなんかはさ、おしゅうとさんがいると何

となく言いづらいとかね。そこは産前産後ケアセンターで面倒見たら、私がい

るからと言われちゃ困るとかそういうようなことが原因になっているんじゃな

いかと思うんだよね。これをどういうふうに今後考えていくか、ちょっと聞か

せていただきたい。 

 

下條子育て政策課長 産前産後ケアセンターの利用促進ということで御質問ですが、まずこれ

までの利用の状況は、年度で分けますと、平成２８年２月の利用開始から、２

９年度は２７８組の方が御利用いただいており、３０年度は３９７組の方が御

利用いただいているということで、２９年度から３０年度にかけて伸びている

という状況でございます。 

  ただ、今、委員から御指摘がありましたように、本人が利用したいと思って

も、家族の方に遠慮をして使わないということもありますでしょうし、自分の

不安とか悩みは、センターを利用するほどではないと思われているようなこと

もございますので、本人だけではなくて、家族の方に向けてもＰＲをしていく
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必要があるかとは思っております。 

  それから、テレビＣＭであるとか、子育て情報誌に利用者の体験談を載せた

りということを実施しており、来年度におきましては、民間企業が行う、出産

した家庭に「はじめてばこ」といいまして、おむつやアルバム等を入れた箱を

贈る事業に協賛し、その中に産前産後ケアセンターのチラシ等を入れまして、

周知を強化していきたいと思っています。 

  それから、もう一つは、相談窓口である市町村の保健師さん、助産師さん等

に、産前産後ケアセンターの利用がどのような効果があるのかということを理

解していただくことを目的に本年度２回に分けて、センターを見ていただいた

上で、意見交換をしていただくというような研修を実施したところでございま

す。 

  また、本年度からメンタルヘルスの事業も実施しておりまして、センターの

機能を充実することで、より利用促進していただきたいということも考えてい

るところでございます。 

 

皆川委員  わかりました。努力していることはよくわかりましたけど、高いということ

で、大体平均して幾らなの。各市町村違うと思うけれど。１回行くと、１日幾

らとか。 

 

下條子育て政策課長 産前産後ケアセンターを利用するのに当たりまして、３万４,５００円

の利用料が１泊でかかるわけですが、本人の負担はそのうち６,１００円でご

ざいまして、残りの２万８,４００円を県と市町村で各々２分の１を負担して

いるものでございます。 

 

皆川委員  ６,１００円が高いか安いかだけど、一般の家庭で預けて６,１００円とられ

るというのは、おしゅうとさんがいれば、そんな金は出さんでいいよと。私が

見るからということになるんじゃないの。そういう意味でこれ、俺は高いと思

うんだけど。もうちょっと補助金をあげてもいいような気がするんですけど。

どうですか。 

 

下條子育て政策課長 産前産後ケアセンターを県で実施しているところはございませんけれど

も、世田谷区とか、他の市で実施しているところの利用料を見ますと、１万円

とか、１万５,０００円という状況でございまして、山梨県が６,１００円とい

うのは非常に安いですねというお声をいただいているところでございます。 

 

皆川委員  わかりました。 

 

（県立施設民間移行準備費について） 

河西委員  課別説明書の福の３８ページの、マル臨の県立施設民間移行準備費について

ということで、県立の障害者施設の今後のあり方についてお聞かせ願いたいと

思いますが、これは障害者施設の民間譲渡というのは、私が１２月の代表質問

でもさせていただいたんですけど、今回うちの会派の久保田議員がやはり同じ

ような質問をさせていただきました。 

  このことであさひワークホームと梨の実寮、それからあゆみの家と、この３

つの施設を令和３年の４月からプロポーザルということで、譲渡選定手続をす

るということであります。 

  プロポーザルというといわゆる公募ということでありますけども、この県立

障害者施設は、たしか平成２８年、山梨ライトハウスですか、そこへ譲渡した
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ということで、そのときは公募ということではなくて、随意契約という形をと

ったと思うんですが、今回だけは公募、プロポーザルということに、今回と前

回の違いは。どうして、プロポーザルということをとったかお聞かせ願いたい

と思います。 

 

小澤障害福祉課長 青い鳥成人寮につきましては、視覚障害と知的障害の重複障害、中には聴

覚障害も合わせて、重複するという、重度の障害者が入所するという唯一の障

害者施設でございます。支援には点字の知識などが必要不可欠でございまして、

譲渡に当たりましては、これらの能力を有する社会福祉法人を譲渡先とする必

要がございました。県内には、山梨ライトハウス以外にはそうした能力を備え

ている法人がないこと、また同法人の運営によりまして、今後も引き続き良好

な運営が見込めることなどを理由に平成２８年に山梨ライトハウスに随意契約

により譲渡をしたものでございます。 

  そして今回、民営化という形で、３施設を譲渡する形になりますが、この３

つの施設のサービスにつきましては、県内におきまして複数の法人が同様のサ

ービスを行っておりまして、今後プロポーザル方式により選定を行うことで、

複数の法人から施設運営の提案が期待をされまして、その中で最もすぐれた提

案を選定することで、利用者へのサービスの質の向上、また地域生活への的確

な移行が可能になるものというふうに考えておりまして、今回はプロポーザル

方式とさせていただいているところでございます。 

 

河西委員  ありがとうございます。前回は特別な事情ということで、随意対応というこ

とも理解しました。譲渡といっても、誰でも譲渡してもいいということではな

くて、やはりしっかり運営できるということが条件だと思っておりますけども、

その中で先ほどちょっとお話がありましたけど、運営できる法人というのは、

どのくらいあるのか。幾つかあると思いますけども、そしてこの３つの施設と

いうのは、今指定管理者ということで任せてあるところがあると思うんですけ

ども、その指定管理をやっているところとの兼ね合いというのはどういう形を

とるのかお聞かせ願いたいと思います。 

 

小澤障害福祉課長 まず県内でこの３つの施設と同様のサービスを運営している法人でござい

ますけれども、まず梨の実寮でございますが、梨の実寮は主に知的障害者の入

所施設でございまして、同様に入所施設、知的障害者の入所施設を運営する法

人は県内で１６法人ございます。 

  また、あさひワークホームにつきましては、身体障害者の入所施設でござい

ますけれども、身体障害者の入所施設を運営する法人は８法人でございます。 

  あゆみの家でございますが、こちらは精神障害者を対象といたしました、自

立訓練を運営しております。こちらは同様に運営している法人は８法人でござ

います。 

  いずれも障害者自立支援法が平成１８年に成立いたしましてから、既に１０

年以上が経過いたしまして、それぞれのサービスごとに民間でもしっかりとし

た運営がなされているところでございまして、現在指定管理者で３つの法人が

運営していただいているところですが、そちらとともに今後のこの３施設のあ

り方等を検討していただいて、切磋琢磨していただくことで、さらに県内の施

設、サービス水準が向上するものというふうに考えているところでございます。 

 

河西委員  プロポーザル方式で、十分に成立する法人があるということで、大変安堵い

たしましたけれども。 
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  これから譲渡に向けて、今後、どのようなスケジュールといいますか、進め

ていくのかお聞かせ願いたいと思います。 

 

小澤障害福祉課長 明年４月にまず運営事業者の選定委員会を設置いたしまして、その中で審

査基準についての御審議をいただくことにしております。そして６月にはこの

選定委員会におきまして、公募要項を決定していただきまして、同じく６月に

公募要項を発表したいというふうに考えております。 

  また選定委員会の設置と並行いたしまして、譲渡を行います財産、建物、工

作物等でございますけれども、こういったものにつきまして、不動産鑑定を行

いまして、その評価額を最低提案価格として、公募要項に提示をしたいという

ふうに考えておるところでございます。 

  募集期間はおおむね１カ月程度ということで考えておりますが、８月に選定

委員会を再度開催いたしまして、審査を経て、１０月には運営事業者の候補者

を決定したいと考えております。 

  なお、１２月議会には、財産処分に関する議案などを提案させていただくこ

とにしておりまして、明年４月の所有権移転に向けて手続を進めてまいりたい

と考えておるところでございます。 

 

河西委員  ありがとうございました。運営がうまくプロポーザルで成立するように、で

きるだけ早く対象法人にはいろんなこと、スケジュール等も周知していただき

たいと思っております。 

  ちょっと危惧しているのは、この譲渡に関してさっき申し上げた青い鳥の成

人寮の、ライトハウスが譲り受けたときに大変取得した価格が高額だったとい

いますか、そんなことの中で大変、譲り受けたけれども大変苦労したというよ

うなことも若干聞いておりますけど、安くても県民の財産ですから、大変困る

ということですけれども、とは言っても運営に影響が出るほど高い金額での譲

渡というのもどうかなと思っておりますけれども。 

  最後ですけれども、今回青い鳥成人寮におけるそういうような課題があった

と思いますけれども、そういうことに関して対応策をお聞かせ願いたいと思い

ます。 

 

小澤障害福祉課長 委員御指摘のとおり、青い鳥成人寮の譲渡に当たりましては、土地と建物

などにつきまして、一括で譲渡した関係で、譲渡価格が多額となりました。そ

の結果、ライトハウスさんにつきましては、資金繰りに大変御苦労されたとい

うふうに伺っているところでございます。 

  このため今回につきましては、民間への譲渡料におきましても、個人の運営

の安定化をまずしっかりしていただくということで、利用者へのサービスの維

持向上を図っていただくという観点を重視いたしまして、譲渡後の経営が安定

するまでの期間を考慮しまして、敷地が特に広い梨の実寮と、あさひワークホ

ームにつきましては、土地について、１０年間無償対応という形にさせていた

だいて、建物等につきまして、まずは譲渡をさせていただきたいと考えており

ます。 

  なお、あゆみの家につきましては、県立北病院の敷地内にございまして、県

立病院機構の所有の土地でございます。ただ面積が先ほどのあさひワークホー

ム、梨の実寮と比べまして、比較的広くないということで、土地代も多額とは

ならないというふうに考えておりますので、運営には支障を来すことはないと

いうふうに考えておるところでございますので、この２施設については、１０

年間の対応という形で考えているところでございます。 



 

8 

 

河西委員  この県立施設、民間に譲渡されたとしてもしっかり運営できるように、県の

監視とかまた、できる支援がありましたら、お願いをしたいと思います。 

 

（外国人介護福祉士候補者支援事業費補助金について） 

山田（一）委員  今、皆川委員がちょっと質問した福の１７の外国人介護福祉士候補者支援

事業費補助金ということで、この内容なんですが、受け入れ施設に１０分の１

０の補助をするということですが、具体的にはどういう内容なんでしょうか。 

 

斉藤健康長寿推進課長 具体的にお話させていただきますと、候補者１人当たり、２３万５,

０００円。また、喀痰研修を行っている方につきましては、９万５,０００円。

そのほか、受け入れている施設に対しまして、１施設当たり８万円、今このよ

うな金額を補助金として出しているところでございます。 

 

山田（一）委員  次に、やっぱり同じ質問になっちゃったんですが、５番目の外国人材受入

支援事業費があって、週５日の研修を実施するということですが、事実上この

明年度からが事実上のスタート年みたいな状況になると思うんで、比較的早い

時期にそういう研修会を設けてもらわないと、各施設が既に独自の研修に入っ

ていくので、どういう予定で考えているのかちょっと具体的に教えてください。 

 

斉藤健康長寿推進課長 外国人介護人材受入支援事業費につきましては、委員御承知のとおり、

今年度事業が６月補正で御審議いただいたところでございますので、始まりが

９月以降、実質秋から冬にかけてということになっているところでございます。

新型コロナの影響で、最後の研修もちょっと見合わせというような事情がござ

います。 

  そのような中、来年度は、６月ぐらいから周知を図りまして、この研修につ

きましては、３回、今予定をしておるところでございますので、年度当初から、

対象施設に向けて周知を図っていきたいと思っておるところでございます。 

 

山田（一）委員  ３回するんですが、第１回目は６月から募集をかけてと、その後１回目は

いつやるのか。そこを聞きたい。 

 

斉藤健康長寿推進課長 今のところ、６月そして１０月、そして年は明けまして１月を予定し

ているところでございます。 

 

山田（一）委員  わかりました。ありがとうございました。 

  次に福の２２になりますが、２、３日前の補正の委員会の中で障害のところ

でもちょっと聞いた内容と非常に酷似しているんですが、介護ロボット導入費

補助金があって、上限３０万円。障害のときは等という言葉があって、障害福

祉課長が５つの内容を教えてくれたんですけど、今回は等がついてないという

ことは、この介護ロボットに限定されているということなんでしょうか。これ

ちょっと内容を教えてください。 

 

斉藤健康長寿推進課長 介護ロボットに特定しているものでございます。 

  移動機器、いわゆる移動で見守り、高齢者の見守りということでセンサーを

感知する、高齢者が移動した時にセンサーを感知するものであるとか、あと、

ちょっと高くなりますけれども、介護職員の負担軽減ということでロボット、

そのようなもので、これは経産省が指定した機種になるものでございます。 
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山田（一）委員  じゃあ課長も補正のときにいたからわかるように、ほぼ障害のほうであっ

た等に相当するという理解でいいんですか。 

 

斉藤健康長寿推進課長 そのとおりでございます。 

 

山田（一）委員  これも私がそのときに言いましたように、特にロボットスーツ以降のラン

ニングコストが相当またかかるので、それも含めてぜひ円滑な運用というか、

お願いしたいと思います。 

 

（障害者交流活動推進事業費について） 

  次に、福の３４でちょっと期待、わくわくするというか、障害者交流活動推

進事業費で、ファッションショーの開催ということで、ちょっとおもしろい斬

新なものなんですが、内容をお聞きしたいと思います。 

 

小澤障害福祉課長 ファッションショーでございますけども、本年は東京オリンピック・パラ

リンピックの開催年でもございまして、共生社会に対する県民の皆様の理解を

促進するためには非常にいい機会だというふうに考えているところでございま

す。 

  こういう機会を捉えまして、障害のある人もない人も、ともに参加をするイ

ベントを企画したところでございまして、中でもファッションショーにつきま

しては、いわゆる健常者の方、障害者の方がともに出演をする中で、一緒にフ

ァッションを楽しみ、みずから楽しみ、また見ている人もこれが共生社会の姿

だというようなものを感じていただけるような形で県内で開催をしたいと。で

すので、パラリンピックの開催前に開催することによりまして、よりその共生

社会への理解を深めてもらいたいというふうに考えておるところでございます。 

 

山田（一）委員  すごく期待をするし、多分いろいろなカラフルなものを手づくりでしたと

かあるとは思うんですが、逆にちょっと予算が少な過ぎるのかなという、２５

８万２,０００円でちょっと表現がよくないんですけど、どの程度のものがで

きるのかなっていう若干不安もあるんですが、その辺に関してはいかがなんで

すか。 

 

小澤障害福祉課長 現在考えておりますが、会場はイオンモールの甲府昭和店の１階にイベン

ト広場がございますけど、あちらを考えております。そこにおきまして、障害

のある方ですので、本当に身軽にといいますが、行動範囲が狭くなる可能性も

ございますので、比較的狭い形でやらせていただければなというふうに思って

おります。 

  その中で、３部構成でファッションショー、また、著名な方をお迎えする中

でトークショー、最後にまたトークショーに参加していただいた方も含めた再

度のファッションショーを開催したいと考えておりまして、それに当たりまし

ては、障害のある方ない方ともに、ウォーキングレッスン等を事前にしていた

だくというようなことも考えております。また、衣装につきましても、できま

したらこの中に県産の物を使うような形で、衣装また小物等々使った形で、こ

のファッションショーを盛り上げられればと考えておるところでございます。 

  二百数十万円という予算ではございますが、何とかできるのではないかと考

えておるところでございます。 
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山田（一）委員  じゃあ、そこも期待してぜひ、次年度にもつながるような事業にできれば

いい。 

 

（障害者相談所費について） 

       最後に、同じ障害の、福の３８の障害者相談所の相談所費が昨年の予算が

２,３００万で運営して、ことしは５,２００万円と。県費も同じだけ倍かかる

ということでありますが、大きく２倍以上に予算がかかるということの内容に

ついて御説明をいただけますか。 

 

小澤障害福祉課長 障害者相談所費でございますけども、事業自体は本来業務につきましては

変わりません。ただし、福祉プラザにつきましては、住吉に新たな拠点が仕上

がりまして、中央児童相談所とこころの発達総合支援センター、いわゆるここ

センと言われる所属がお引越しをして運営をしていくということで、明年度以

降、障害者相談所があそこの管理をしていくと。福祉プラザの管理をしていく

という形が加わったところでございまして、管理費等がおおむね２,０００万

円弱という形でふえているところでございます。 

 

（ことぶきマスター制度推進費について） 

永井委員  じゃあ幾つかお伺いをさせていただきたいと思います。 

  まず福の１９ページ、ことぶきマスター制度推進費というのがあります。１

期生のころから私このことぶきマスターというのを非常にいい事業だなと思っ

て、事あるごとに質問をさせていただいておりますが、年々この推進事業費の

ほうも少なくなっているというような現状なんですけれども、多分当初と少し

違ったらあれなので、現在のこのことぶきマスターの利用方法をまずお伺いい

たします。 

 

斉藤健康長寿推進課長 ことぶきマスターの利用につきましては、山梨県社会福祉協議会が事

務を行っているところでございまして、そこに直接申し込みをするということ

で、山梨県福祉協議会が、施設等とマッチングをして紹介をしているところで

ございます。 

 

永井委員  申込方法は今までとずっと変わらずということだと思うんですけれども、ち

なみに昨年度、これは多分累計で１万３,０００人の登録があって、３２団体、

またさらにことし２０人ふえて５団体がふえてくるということで、大分その受

け手のほうはかなり充実を毎年してきてはいるんですけれども、昨年の利用状

況をできたら５年とかそれぐらいの、利用状況がもしわかったら教えてくださ

い。 

 

斉藤健康長寿推進課長 済みません、今手持ちが３年で申しわけないんですけれども、昨年度

につきましては、４４施設、そしてその前が３４、その前が２６ということで、

そのような施設が御利用いただいているところでございます。 

 

永井委員  大体これぐらいの利用状況だということがずっと続いているということなん

ですけれども、要は知事が認定をすることぶきマスターでこれはずっと前、多

分、天野県政ぐらいからあると思うかなり長いものなんですけれども、お年寄

りの生きがいづくりということには本当にいいなと思うんですが、ただやっぱ

り、毎年の登録者数の割に利用率が伸びてこないというのが現状だと思うんで

すが、ちなみにこの１９万１,０００円というのは、多分推進費なので、普及
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啓発等なんですが、どのようなことに使うか教えてください。 

 

斉藤健康長寿推進課長 ことぶきマスターさんの認定証、またバッジの購入経費、あとは資料、

チラシ等を購入して皆さんに広報させていただくその費用でございます。 

 

永井委員  今言ったように非常にいい制度で、長く続いていて、しかも登録している方

が多い、当然活躍したいと思っている方たちも登録している。やっぱり従前か

ら言っているんですけど、社協がやるんですけれども、当然これ県が認定する

ものなので、その１９万１,０００円の中でどこまでできるかわからないんで

すが、この普及啓発っていうのが本当に知っている人も少ないですよね。県の

方でも知っている方が少ないような状況であるというふうに思います。 

  この普及啓発の部分に関して、もう少し社協ともうまく、低予算なんですけ

れども、うまく協力をしながら、例えば老人ホームに、老人ホームというか、

デイサービスに来ている方たちにこういうのもあるよというようなことで、登

録はどうなのとか、例えばその各広報だったら自治会に、こういうことぶきマ

スターがあるので、例えば自治会の集まりで、先生の語りをやってくださいみ

たいなものを、できないかと思うんですけれども、現在の普及促進とまた今後、

またどういうふうに普及促進をしていきたいのか伺います。 

 

斉藤健康長寿推進課長 従来普及啓発につきましては、県のホームページであるとか、広報番

組であるとか、またチラシということで行っておりました。委員御指摘のとお

り、なかなかそれでは周知が進まないということも受けた中で、昨年度は甲府

市については自治会にも御協力いただきまして、回覧板できめ細かく周知を図

っているところでございます。 

  また今年度につきましても、少し周知につきましては、県も積極的に社協と

一緒になって進めていきたいと思っております。 

 

永井委員  また、ことしも２０人認定者もふえますし、１万３,０００人近くの登録者

の高齢者の方たちがいらっしゃいます。ぜひ普及や周知をしていただいて、こ

れが三桁ぐらいには利用があるというような形にしていただければ。多分皆さ

ん期待して待っていると思いますので、よろしくお願いをいたしたいというふ

うに思って、次の質問に移らせていただきます。 

 

（専門研修地域連携病院体制整備支援事業費について） 

  福の５９ページです。専門研修地域連携病院体制整備支援事業費についてお

伺いをさせていただきます。先ほど課長のほうから説明があったときに、専門

研修の指導医派遣に要する経費に対して助成を行うというようなお話でござい

ましたが、具体的にどのような事業なのかちょっと詳しく聞きたいと思います。 

  まずこの専門研修とはどのような研修なのか教えてください。 

 

井上医務課長  医師は医師免許を取得後に、２年間は臨床研修が義務づけられており、この

臨床研修が終わった後、大部分の医師は内科ですとか外科とか小児科といった

自分が専門とする診療科を決めることになります。この専門の臨床科を決め、

専門医となるのですが、この専門医となるための研修を専門研修と呼んでおり

ます。 

  この専門研修は、平成３０年度より、新たな研修制度がスタートしたところ

でございまして、各学会が定めた研修プログラムによりまして、３年間から５

年間の研修期間を経て、その後認定試験を受験し、資格取得するものでござい
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ます。 

 

永井委員  わかりました。では次に、この事業なんですけども、具体的にもう少し詳し

く内容について教えてください。 

 

井上医務課長  専門研修では、研修プログラムを管理する基幹病院と幾つかの連携病院とが

グループを構成して研修を行うこととなっております。そしてこの専門研修を

受ける医師を専攻医というのですが、この専攻医はさまざまな症例を経験する

ために、グループ内の病院をローテーションしながら研修をすることになりま

す。その際、連携病院のほうでは、専攻医を教育するための指導医が必要にな

るんですが、地域の連携病院では指導医が不足しているという状況もございま

す。ですので、基幹病院から指導医の派遣を促進する必要がございます。この

ため、地域の連携病院に、新たに指導医を派遣する基幹病院に対して、代替医

師の雇用にかかる経費などを支援する事業でございます。 

 

永井委員  では、特に、課別説明書に書いてある産科、小児科が少ないから、その産科

小児科の指導医に対してだけの予算ということですか。 

 

井上医務課長  これは国の単価で決まっておりまして、産科小児科に対しては、１人当たり

年間５１３万円、これ以外の診療科では３５６万円ということでございます。 

 

永井委員  ありがとうございます。書いてありました、済みません。 

  では、最後に、この事業によって来年度、何人ぐらいの派遣を見込んでいる

のか、また事業実施にはどのような効果があるのか、伺います。 

 

井上医務課長  まず派遣人数の見込みでございますけれども、現在山梨大学医学部附属病院

などの基幹病院においては、来年度の配置調整を行っているところでございま

して、具体的な人数は定まっておりませんが、予算上は当面８名分を計上した

ところでございます。 

  次に、事業実施の効果でございますが、一義的に言えば、地域の病院でも充

実した研修が受けられる体制の構築ということで、県内の専門研修体制の強化

ということでございますが、実質的には、地域の連携病院に、指導医と専攻医

の２名が勤務することになりますので、医師の地域偏在の是正につながるもの

と考えてございます。 

 

（子ども・子育て「みんなで応援」推進事業費について） 

永井委員  済みません、先ほどの続きで子の７ページ。１６番の子ども・子育て「みん

なで応援」推進事業費について伺います。 

  子育て支援局ができて１年なんですけれども、子育て支援について県民の関

心が非常に高い部分の中での新規事業ということで、地方創生のお金を使って

今回新しい事業でこの推進事業費というのをもっていますけれども、まず、こ

こに書いてある事業内容の中に、やまなし子ども・子育て応援県民会議ってい

うのを設置すると書いてありますけれども、これ、どのような目的で設置をし

て、具体的にどのような事業をするのか、内容をお伺いいたします。 

  

下條子育て政策課長 これまでも県では子育て支援団体と連携しまして、連携の強化とか県内

の支援団体のネットワーク化を図ってきたところでございますけれども、子育

て支援団体だけではなく多くの方々と連携し、子育て支援にかかる機運の醸成
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を図りながら社会全体で子育て支援を推進していくことが必要であると考えた

ところでございます。 

  このため、保育、教育関係者や企業、関係団体、ＮＰＯ、子育て支援団体な

どからなる県民会議を開催し、子育て支援について意見交換を行うとともに、

各団体がみずから取り組む子育て支援について情報共有を図るなどしまして官

民協働による取り組みを進めていきたいと考えております。 

 

永井委員  わかりました。今、子ども・子育て会議っていうのをメーンにやっていて、

それは教育者の方だけだと思うんですけど、この子ども・子育て会議とはまず

どう違うのかということと、これを設置したら、この子ども・子育て会議、今

までのこの子ども・子育て会議っていうのはどうなっていくのか伺います。 

 

下條子育て政策課長 子ども・子育て会議につきましては、附属機関の設置条例で決まってお

りまして、設置の目的は、やまなし子ども・子育て支援プランの進行管理と、

施策の実施状況の調査、審議をすることとなっております。ここにおきまして

は今般設置する応援会議とは全く目的が別でございまして、今般の応援会議の

開催は官民協働による取り組みを進めていくことで設置したいと考えておりま

す。 

 

永井委員  わかりました。違いがよくわかって、官民協働の取り組みということなんで

すけれども、これは具体的にその官民協働でやる事業をこの会議の中で話し合

いをし、それを県政に反映していく、新たな事業を起こしていくというような

イメージでよろしいんでしょうか。 

 

下條子育て政策課長 構成団体である企業であるとかＮＰＯ、それから関係団体におきまして、

みずからも子育て支援施策を実施していただきたいという、そういう思いがご

ざいまして、実施していただいた内容について情報共有を図っていきたいと考

えております。 

 

永井委員  わかりました。あと、年どれぐらい開催予定ですか。 

 

下條子育て政策課長 今の想定ですとおおむね５０名程度の会議を考えており、開催は年１回

程度と考えております。 

 

永井委員  子ども・子育て会議に比べて大分委員が多いのでほんとに多方面の意見も伺

えるというふうに思いますので、ぜひ、いろんな部分の普及啓発なんかも、こ

の５０名の中で多分できると思うんです。 

  例えばよく私が言う、やまなし子育ての日なんかも、ぜひこの会議の中でＰ

Ｒを、今年も事業費そんなにないので、さまざまな機会にＰＲをしていただき

たいと思います。 

  次にこの「ＷＥラブ赤ちゃん」プロジェクトっていうのが下にありますけれ

ども、プロジェクト協賛企業等へのステッカーの配布とあるんですけれども、

どのようなことをするのかというのと、また、どのぐらいの規模で、ステッカ

ーを大体どれぐらい配るのかっていう部分もあわせて教えてください。 

 

下條子育て政策課長 「ＷＥラブ赤ちゃん」プロジェクトですけども、赤ちゃんを連れて外出

すると泣き声が周囲に迷惑をかけるのではないかと気にしまして外出をためら

ってしまう保護者の方に対しまして、みんなで応援しているよという気持ちを
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県全体に広げることで社会全体で子育てをしていく機運の醸成を図っていきた

いと考えております。 

  そのために多くの県民の方や店舗や企業の方に「ＷＥラブ赤ちゃん」のステ

ッカーやポスターを配布いたしまして、それを表示していただき、赤ちゃんが

泣くのは当たり前、だから泣いてもいいよという、そういうメッセージを多く

の方から発信していただきたいと考えております。 

  枚数でございますけども、発注元が決まっておりますので、そこと協議しな

がらできる限り多くの枚数を印刷したいと考えております。 

 

永井委員  具体的な枚数は、この５９万１,０００円の中で、その会議もあるから今か

らということなんですね。わかりました。 

  企業にこれを配るっていうことなんですけれども、例えば泣いちゃ困るよっ

ていうところは企業とかレストラン以外でもあると思うんですよね。例えば公

共施設とかバスなどの公共交通機関とか。そういう部分もこういうステッカー

を例えば山交さんに行って貼るとかっていうこともできると思うんですけど、

企業以外、公共交通も企業といえば企業なんですけども、そういう公共施設と

か、公共交通機関なんかには、アプローチはどんな形でするんでしょう。 

 

下條子育て政策課長 多くの県民の方、また企業、団体の方に賛同していただきたいと考えて

おりますので、公共交通機関におきましても依頼をしていきたいと考えており

ます。 

 

永井委員  わかりました。 

  済みません、こっちのほうを最初に聞けばよかったんですけども、この泣い

てもいいよというメッセージが広がっていくために、今、募集をいろんな企業

にすると、公共交通機関にもしていただくというようなことなんですけども、

この賛同する企業さんとか商店さんの増加につながる工夫が必要だというふう

に思いますけれども、どのように実施していくのか伺います。 

 

下條子育て政策課長 多くの方に賛同していただくために、まず、現在、子育て世帯の割引と

か、特典を受けられるやまなし子育て応援カードがございますが、その応援カ

ードに協賛していただいている店舗にまずは協力をお願いしていきたいと思っ

ております。 

  この際には多くの保護者の方がご覧になっています、やまなし子育てネット

において「ＷＥラブ赤ちゃん」プロジェクトに賛同していただいている店舗等

を紹介いたしまして、店舗の認知度を高めることで店舗のメリットになるよう

にいたしまして、そして協力の理解を深めていただきたいと考えております。 

 

永井委員  やはり、私も今そこのアプローチの窓口で使ったらどうですかって次に聞こ

うと思ったんですけども、やっぱりそこを使うということ。 

  子育て応援カードの協賛企業ってほんとにたくさんあるんですよね。それこ

そ、食べ物屋さんだけじゃなくてレンタカーとかそういった部分もあるという

ふうに思うんですけど、ちなみにこの子育て応援カード、多分いろんなところ

に今できる限り多くって言ったんですけど、今、子育て応援カードに協賛して

るこの企業って何社ぐらいあるかわかりますか。 

 

下條子育て政策課長 子育て応援カードへの協賛店舗につきましては、本年２月１日現在で７

３１店舗でございます。そしてカードの交付枚数は４万９,５４６枚となって



 

15 

おります。 

 

永井委員  実は私も持っているんですけど、県もＰＲしていて、口コミでじわじわ広が

っていて、非常にいいカードだなということで、このカードの存在って結構知

られているんですよ。なので、今、言った７３１店舗にアプローチをして、こ

の「ＷＥラブ赤ちゃん」プロジェクトっていうのを改めて始めるよっていうこ

とを伝えさえすれば、ほんとに普通にＣＭを打つなんかよりもよっぽどたくさ

ん周知につながると思います。 

  ぜひ、この７３１店舗全部に一応声だけはかけて、当然子育てに必要、子育

ての部分に関して意識の高い企業さんだというふうに思いますので、先ほど、

課長おっしゃったように。これは子供を広く受け入れているよってほんとに企

業のインセンティブにもかなりつながってくるというふうに思いますので、ぜ

ひしっかりとした周知をお願いして、次の質問に移らさせていただきたいと思

います。 

 

（青少年育成事業費について） 

  最後に子の１８ページ、青少年育成事業費です。子供の貧困は経済的な困窮

の問題にとどまらず、学習意欲とか自己肯定感の低下などさまざまな影響を及

ぼすと言われております。 

  本県でもおよそ１０人に１人が相対的貧困状態にあるということの調査結果

も出ているということで、さまざまな場面で本会議とか、この委員会の中でも

子供の貧困については質問をたくさんされている議員の方たちもいます。 

  今回予算案として提出されましたこの青少年育成事業費のうち、子どもの居

場所づくりに関する新規事業、３番と４番について何点か伺いたいと思います。 

  まず、子供の居場所というのは具体的にどのような居場所であって、どのよ

うな役割を担う場所なのかお伺いいたします。 

 

土屋子ども福祉課長 子供の居場所について明確な定義があるわけではありませんけれども、

いわゆる子供食堂ですとか、あるいは学習支援、そういう遊びの場なども含め

て、いずれも学校や家庭以外で子供が安全で安心して過ごせるといったような

場所で、そこで子供が自立心を養うとか、あるいは将来の具体的な目標を持つ

ことができるといったような、さまざまな活動がされているところと考えてお

ります。 

  

永井委員  わかりました。 

  その定義もありつつ、３の子供の居場所づくり推進事業費補助金と４の広域

的活動拠点設備整備事業費補助金ですけども、これ具体的な内容を教えてくだ

さい。 

 

土屋子ども福祉課長  ３の子どもの居場所づくり推進事業費補助金につきましては子供食堂

等とあるんですけれども、明確な定義があるわけではない中でそういう子供食

堂であったり学習支援の場であったりとか、そういった民間の活動を普及させ

ていきたいというようなことから基本的には市町村の中のそういう子供食堂な

ど居場所に対する設備について助成をするものになります。 

  ４番のほうも一緒によろしいでしょうか。 

 

永井委員  はい。 
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土屋子ども福祉課長  ４番のほうの広域的活動拠点設備整備事業費補助金につきましては、

これは設備整備になりますけれども、複数市町村にまたがるような形で広域的

な活動をしている、特に子供の貧困対策に資するような活動をしているところ

に対して補助をするということで、３と４の違いにつきましては３のほうは市

町村内域ということで基本的には市町村に対して補助をするというふうな補助

金になります。４番のほうについては複数市町村またがる広域的な活動という

ことで、県が直接この団体等に補助をするという制度を考えております。 

 

永井委員  その４番なんですけど、これは拠点整備の補助金ということなんですけど、

これ、具体的にどんなものに使えるのか。また広域的にやっている団体ってい

うのが県内にどれぐらいあるのか、数もわかったら教えてください。 

 

土屋子ども福祉課長  この広域的活動につきましては、余り使途を厳密に限定しないで、運

営費ではなくて、どちらかというと設備的なものについて広域的な活動をする

上に当たって必要なものについて補助をするということで、１件当たり５０万

円を上限として３カ所程度を考えています。 

  ちなみに３は２０万円を限度に１０カ所程度考えているところです。広域的

な活動をしている法人ということですけれども、ＮＰＯ法人についてはそれぞ

れ活動域というのを一応申告することになっております。申告から抽出すると

大体５６団体ぐらいになると思っております。 

 

永井委員  じゃあＮＰＯじゃなくても広域でやっているものであればもらえるっていう

ことですよね。 

  この３番の子供食堂等に、学習支援があったり、先ほどおっしゃられたよう

に子供食堂があるというふうに思うんですけども、私も子供食堂を視察もさせ

てもらい、やっぱり設備に関して非常にいろんなものに関してお金が結構かつ

かつでやられているところもあるんですけれども、これはただ単に設備、今か

らじゃあ例えば何かの設備を買いますよっていうものなのか。それとも新しく

何かをやるからこれに対しての補助をするのかっていう、多分両方の側面もあ

るというふうに思うんですが、これはオールマイティーに設備の整備の部分に

関して１件当たり２０万円使えるというような認識でよろしいんでしょうか。 

 

土屋子ども福祉課長  基本的には、今子供食堂をやっている団体等が新たに子供食堂をやり

ながら学習支援をやるよとか、子供食堂をやりながらこういうことやるよとか

いったような新たな取り組みについて助成対象としたいと考えています。これ

から子供食堂をやりたいという方が、例えば食器類だとか、あるいは冷蔵庫で

すとか、そこに資するものについて、補助していきたいと考えております。 

 

永井委員  ちょっと断続的に新しいもので、そういうふやすっていうものに関しても使

えるということであるというふうに、わかりました。ありがとうございます。 

  この子供の居場所づくりなんですけれども、この居場所づくりを推進するこ

とによってどんな効果が期待できるのか、この３、４をより充実させて子供の

居場所づくりを推進することで、どんな効果が期待できるのかお伺いをいたし

ます。 

  

土屋子ども福祉課長 こういった居場所を通じて子供がさまざまな体験ができるというような

こと、それと、そういうさまざまな体験を通して自立心を養っていったりとか、

あるいは子供の貧困については自己肯定感が低いといったような調査結果もあ
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りますので、そういった自己肯定感を高めていただくと。あるいは自分と違う

世代の大学生であるとか、大人の方と触れ合うことで将来の目標を、具体的な

目標を持ってもらうというきっかけになっていただければいいなと思います。 

  それと、もう一つはやっぱり子供の貧困というのは非常に目が届きにくいと。

自分からは発することが難しいといったような課題もあるので、そういったさ

まざまな方が集まる地域のコミュニティーとして、子供だけでなく保護者も含

めて孤立を防ぐとか、あるいは貧困を早期に発見するといったような役割が期

待できると思っております。 

 

永井委員  ありがとうございました。子供の貧困というくくりなので、何か低所得の家

庭の子供を想像しがちなんですけれども、子供食堂に来る子供って意外と孤食、

要は１人で食べる子供が多かったりする場合があります。 

  なので、この子供の居場所づくりっていうのは国も今積極的に一生懸命働き

かけてくれる部分もありますし、そういった広い、子供が１人で孤独に御飯を

食べたり、勉強したりっていうことの部分を解消するには、ほんとにこの子供

の居場所づくりっていうのは重要だというふうに思います。 

  先ほど課長が子供の居場所っていうのは具体的にどんな場所かっていったと

きに安心安全な場所だというようなことをおっしゃっていました。この事業を

さらに充実させて、子供の貧困解消、もしくは１人で悩んでいる、もしくは１

人で生活する子供の解消につながっていくことを期待いたしまして質問とさせ

ていただきます。 

  答弁結構です、ありがとうございました。 

 

（県立病院機構運営事業費について） 

志村副委員長  では、よろしくお願いします。ちょっと確認を、質問ですけど、確認しなが

らいきたいんですけども、福の６４ページで県立病院機構運営事業費、運営費

負担金のところ、昨年度の予算額とかなり額が変わっていると思いますが、こ

の理由と内容についてお願いいたします。 

 

井上医務課長  県立病院運営費負担金につきましては昨年度との違いでございますが、集中

治療室の運営に要する経費で金額がふえております。これは無菌治療室を第二

期中に８床整備したものですから、この部分が運営費負担金の対象となってい

るものでございます。 

 

志村副委員長  承知しました。それから、福の７２ページで、衛生環境研究所の試験研究費

については本年度増額になっていますけども、これについてはどんな内容なん

でしょうか、お願いします。 

 

大澤衛生薬務課長 衛生環境研究所の試験研究費の５８８万７,０００円につきましては、２

に重点化研究というところにあるとおりミネラルウオーターの特性に関する研

究でありますとか、イネ科ブタクサの花粉の研究というものが重点化研究とい

うことで今年度の６月補正から予算がついて２年度事業ということで行うこと

になっておりまして、ここの部分について増額という形になっております。 

 

志村副委員長  承知しました。 

 

（産前産後ケアセンター事業費について） 

  次が、子の１３ページ。産前産後ケアセンターは、先ほど皆川委員からあり
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ましたんで前年度と予算額が変わっているのか、いないのかちょっと確認をさ

せていただけたらと思います。 

 

下條子育て政策課長 産前産後ケアセンター事業費におきましては、（１）の運営費補助金に

つきましては、前年度の上期の実績から来年度を推計しておりますので、その

分は若干変動がいたしております。事業内容は、ＰＲ事業、それから電話相談

事業そしてまたメンタルヘルス事業で、変わっているところはございません。 

 

志村副委員長  若干減額になっているということですかね。 

 

下條子育て政策課長 若干増額になっているということです。 

 

志村副委員長  増額ですか。承知しました。 

 

（自殺対策総合事業費について） 

  あとは福の４９ページからで、自殺対策総合事業費の関係で御説明がありま

した点についてですけども、４番それから、その次の次のページ、２１番いの

ちを守るＳＮＳ広告事業、いのちを守る検索連動型広告事業っていうことで、

こうした取り組みをやっているところっていうのも、もしかしたら先行してあ

るのかもしれないんですけども、効果が非常にあるのかないのかっていう、そ

ういうところのこういう広告を打って自殺の抑止につながってきたというよう

な、もし先行事例とかあるんであればちょっとお聞きしたいんですけども、い

かがでしょうか。 

 

小澤障害福祉課長 先行している取り組みは、何件かございますが具体的にいうと京都府での

取り組み、同様にＳＮＳ、インターネット等で広告を出している部分でござい

ますけども、こちらですと、こういった広告を出すことによって相談件数が増

加をしているということで具体的に効果が出ているというふうに伺っておりま

す。 

  ちなみに京都府では平成２９年度からこのインターネット等の取り組みをし

ておりますけども、その前の平成２８年度は４４８件の相談件数であったもの

が平成２９年度は７０６件という形で２５０件以上ふえているという効果があ

ったというふうに受けております。なので本県でも同様な形での期待をしてい

るところでございます。 

 

志村副委員長  わかりました。山梨もちょっと自殺の関係が、数字が発表されるものが余り

よろしくないということで、今ちょうど月間ということで自殺対策に取り組ん

でいただいているということなんですけど、そのあわせて地域自殺対策強化民

間団体等っていう事業にも１団体当たり３０万円っていうことでされていて、

これに関してはちょっと具体的な内容を民間団体がどんなことをされているの

か御説明をいただければと思います。 

 

小澤障害福祉課長 例えば、富士北麓地域におきます民間団体におきましては、青木ヶ原にお

けます見回り活動、見守り活動等を実施していただいておりまして、それにか

かります経費、具体的にはガソリン代とかいったものにつきまして助成をさせ

ていただいたりしております。そのほかの団体もさまざまな形で啓発活動とか

していただいておりますので、そういった取り組みに対しまして補助金を差し

上げているという状況でございます。 
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志村副委員長  今年度は私たちも参加ができなかったんで、また機会を捉えて参加できたら

と思います。  

 

（薬局等指導監視事業費について） 

  あと１点だけ、最後に福の７７ページで薬局等指導監視事業費っていうのが

あるんですけども、これはどんな方が、どんな指導監視を実施しているのか内

容の御説明をお願いします。 

 

大澤衛生薬務課長 薬局等指導監視事業費につきましては、保健所における薬局の監視指導で

ありますとか、あるいは店舗販売業いわゆるドラッグストア等の監視指導、そ

れから、この経費の中にはジェネリック医薬品を買い上げてその中にちゃんと

成分が入っているかという、買い上げのための費用でありますとか、薬局の薬

剤師への研修会ですとかそんなような費用で監視指導とそれから、研修会それ

から、医薬品の安全性に関する事業というような内容になっております。 

 

志村副委員長  じゃあ保健所の方々が薬局の監視なりチェックに伺うっていう、そういう理

解でよろしいのかなと思いますけども、これは薬局薬店もかなりたくさんあっ

て、それぞれに圏域ごとに軒数もかなりものだと思うんですけども、ある程度

定期的に行っているのか、あるいは何年に１回ぐらいの感じで全体を回るとか

っていうふうな、その辺のタイミングとかスケジュールというのはどうなって

いるんでしょうか。 

 

大澤衛生薬務課長 保健所におきます各薬局等への監視指導につきましては、当然薬局の許可

につきましては更新時期が６年に１回ということでありますので、当然その時

期には必ず１回は行くということですが、そのほかにも、３年に１回程度は定

期的に行くという、あるいは当然そのいろんな薬のことで苦情とか、県民から

寄せられるというケースもございますんで、そのような場合についても行って

確認をして指導するとかいうようなことで対応しているところでございます。 

 

志村副委員長  今はいろんな業態というか、薬局も日常生活用品から食品までいろいろ販売

もしていて、ほんとに身近なところで、しかもその薬もジェネリックをできれ

ば使っていただきたいっていう希望もある中で、私たちが心配しないような薬

剤の購入ができるようにまた取り組んでいただきたいのとあわせて、お薬もそ

の今度のかかりつけ連携手帳ですか、そういったものも含めて電子化にもつな

げていっていただけたらっていうことも各方面からも言われていますんで、ま

た今後もそうした取り組みも含めて対応もしていっていただけたらと思います。

質問は以上ですけど、もしお答えがあればお願いします。 

 

大澤衛生薬務課長 薬局等の監視指導につきましては定期的な監視指導、それから麻薬等も取

り扱っている事業所がございますのでその取り扱いも適正にされているかとい

うことも含めて指導をしているところです。 

  それからジェネリック医薬品につきましては、ジェネリック医薬品の使用割

合を高めるということは大変重要なことでありますので、そのような普及啓発、

それから当然その薬の適正使用ということで患者の方々への飲み方ですとか、

そういうことを適正に指導していただくというようなことが必要ですので、そ

の辺のところにつきましては研修会等を通じて啓発をさせていただいていると

ころです。今後ともそのような活動を続けていきたいと考えています。 
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（失語症者意思疎通支援事業費について） 

向山委員  何点かお伺いをいたします。まず福の３８ページの失語症者意思疎通支援事

業費についてお伺いをいたします。先ほど説明もいただきましたけども、まず

失語症者についてはどのような状態のある方であるのか、また県内にどのくら

い対象者の方がいらっしゃるのかお伺いします。 

 

小澤障害福祉課長 失語症者でございますけども、脳出血または脳梗塞あるいは事故などによ

りまして大脳の言語に関する中枢が損傷されることで、それまで自由に使って

いました話す、聞く、読む、書くというような言葉の機能が低下した状態にあ

る方のことでございます。症状といたしますと、言いたい言葉が出てこないと

か、あるいは言い間違いや聞き間違いがある。また、聞いたり読んだりしても

意味は理解できないなどさまざまな症状がございまして、県内には山梨県言語

聴覚士会によりますと２,５００人ほどいらっしゃるんではないかと伺ってい

るところでございます。 

 

向山委員  ２,５００人の方がこの失語症ということでいらっしゃるということなんで

すけども、実際にどのような支援が必要だというふうに県のほうで認識をされ

てますでしょうか。 

 

小澤障害福祉課長 失語症の方につきましては、先ほど申しましたように言葉に関する意思疎

通が非常に難しい方でございますので、例えば役所での手続、また病院での手

続、また交通機関の利用や買い物などの日常生活全般におきまして支障が生じ

ておるということでございまして、それに伴いまして社会から孤立しがちな状

態にあるという課題があります。そのため、外出の場面などにおきまして、失

語症の方の支援を行います意思疎通支援者を派遣いたしまして、公共施設や交

通機関の利用援助、あと会話の内容援助などの支援を行うことが求められてい

るところでございます。 

 

向山委員  そうした意味で今回新しく新規事業ということなんですけども、事業内容に

ありますとおり指導者養成研修等への派遣、支援者養成研修の開催等とありま

すけども、まずこの内容についてもう少し具体的にお伺いします。 

 

小澤障害福祉課長 失語症者の意思疎通支援者につきましては、現在はこの失語症の方に対し

ます支援については御家族が中心になって行っております。また、そういった

御家族の御負担、あるいはまた将来への不安など考えますとこの意思疎通支援

者を養成しておくことは喫緊の課題というふうに認識をしておるところでござ

いまして、まず１つ目の指導者養成研修でございますが、まず支援者を養成す

るためにはその研修の講師となります指導者を養成していく必要がございまし

て、こちらのほうは毎年都内になりますが失語症者向けの意思疎通支援者指導

者養成研修という研修がございます。そちらに指導者となっていただく方を派

遣していきたいと考えております。 

  もう１点の支援者養成研修につきましては、こういった養成をされた指導者

の方の講師、そういった方に講師になっていただきまして、意思疎通支援者を

県内に具体的に養成をしていきたいというものでございます。 

 

向山委員  この新しい新規事業によって、今、御説明いただいた部分を進めることによ

ってこの県内の２,５００名余りの方々に対してどのような効果が期待できる
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というふうに考えてますでしょうか。 

 

小澤障害福祉課長 失語症者に対しまして意思疎通支援者を派遣することで失語症者の日常生

活全般への支援を行いまして、失語症者の自立と社会参加の促進が期待できる

ところでございます。そのため県内の全市町村に、県といたしましては意思疎

通支援者が配置できるように研修会を開催させていただいて支援者の養成に努

めていきたいと考えております。 

 

向山委員  ぜひ効果的に進めていただきたいと思います。 

 

（福祉人材センターの設置運営費について） 

  次に、福の７ページで福祉人材センターの設置運営費というところでお伺い

したいと思います。福祉人材センターについては先ほど皆川委員のほうからも

質問ありましたけども、介護助手の担当というか、仲介業務に当たるというこ

となんですが、まずこの福祉人材センターのこの設置運営の中の３,０００万

円余りのこの予算でどのような事業を行うかお伺いします。 

 

斉藤福祉保健総務課長 福祉人材センターの事業の関係でございますけども主に福祉人材の無

料職業紹介の実施、それから社会福祉事業の説明会、講演会等の実施、それか

ら啓発、広報事業の推進でございます。 

 

向山委員  一応確認なんですが、年間の実績どの程度あるか、今年度、昨年度ものがあ

れば数字をお伺いしたいと思います。 

 

斉藤福祉保健総務課長 平成３０年度のまず状況でございますけども、窓口での相談人数につ

きましては５９８件でございます。それから、平成３０年度末の求職の登録の

人数につきましては、１,０８４人。一方の求人の登録につきましては９,１４

１名でございまして、済みません、平成３０年度におきまして紹介をしたもの、

いわゆるマッチング等ができたものにつきましては、８２名。そのうち採用に

つながったものが３６名でございます。 

  一方、それとは別に就職フェアを実施しておりまして、そちらで採用につな

がった者が３１名でございますので、先ほどの３６名と合わせまして平成３０

年度におきまして福祉人材センターが関与しまして採用に至ったものは６７名

となっているものでございます。 

 

向山委員  そのうち、高齢者の方が実際に就職したっていうのはどの程度かわかります

でしょうか。 

 

斉藤福祉保健総務課長 センターで仲介をしました３６名のうち、６５歳以上の者は３名の状

況でございます。 

 

向山委員  わかりました。窓口に来られた方、登録されている方はそれなりの一定の人

数がいるとは思うんですけども、実際に就職をされた方、特に高齢者の方が３

名ということで、この福祉人材センターに今度は介護助手ということで高齢者、

例の介護助手の就業を紹介するということでこの実績も踏まえてこの実績自体

を県としてどのように評価をされてますでしょうか。 

 

斉藤福祉保健総務課長 福祉人材センターの取り扱い業務につきましては、背景としまして労
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働人口の減少、あるいは福祉に対するイメージの問題、それから、他の産業と

の比較などの影響もございまして、紹介自体の件数が低迷しているっていうこ

とに起因しているところでございます。そのため、広く福祉人材センターの広

報等に努め、活性化するように努めていきたいというふうに考えているところ

でございます。 

 

向山委員  今、評価の面でもお伺いしたんですけども、その福祉人材センターの場所と

いうのがなかなかわかりにくい場所でありまして、委員会のほうでも別の事業

所でありますけどお伺いをしたときに、入り口がなかなか暗かったり、特に場

所でいけば高齢者の方が今度あそこに行って窓口に行けば１階じゃなくて４階

まで上がらなきゃいけないっていうこともあると思います。そうであれば今度

介護助手、介護人材が一番重要であるっていうことの認識に立てば、なるべく

多くの方に門戸を開いて来ていただけるような環境整備もハード面として必要

じゃないかなと思いますけども、そこら辺は福祉人材センターについてどのよ

うな今後、要望、要請等を行っていくような考えがあればお伺いいたします。 

 

斉藤福祉保健総務課長 福祉人材センターにつきましては、利用される利用者等の方の御意見、

どんな点が使いにくいか、そういったこともお聞きしたいというふうに思って

おりまして、そういった利用をする方を対象にしたアンケートなどを実施する

ことを検討いたしているところでございます。 

  そういった意見を踏まえまして、改善できる点につきましては改善していき

たいというふうに考えるところでございます。 

 

向山委員  ぜひ、場所についてはいろんな方の意見があると思いますけども、できれば

自分は例えば求職者の方が行くようなハローワークの近くだったりとか、ある

いは仕事を探している方々の近くで一緒にそういう介護助手あるいは介護人材

を受け入れることができるような場所に移していただいたほうが効果はより上

がるんではないかなというふうに思います。 

  あと、ソフト面でいけばそこにいる職員の皆さんが努力をされていると思う

んですけども、やはり積極的に情報を集めてマッチングについても、これ見る

とマッチング率も高いのか低いのかっていうとそんなに多くないようなところ

もあると思いますんで、そこら辺の職員の皆さんの情熱とかいろんな部分もあ

ると思うので、そこはぜひ県として指導できるところは強化をしてやっていた

だきたいなと思いますが、最後にお願いいたします。 

 

斉藤福祉保健総務課長 県といたしましても福祉人材センターの職員と意見交換、意思疎通を

頻繁に図りたいというふうに思っておりまして、その中で双方協力しながら活

性化が図られるように努めてまいりたいと考えております。 

 

向山委員  ぜひ、よろしくお願いいたします。 

 

（自殺対策総合事業費について） 

  次に、先ほど志村委員のほうからありました福４９の自殺対策のところで、

ＳＮＳについて自分も１つだけちょっとお伺いしたいんですが、具体的にこの

ＳＮＳの広告事業費で１２０万円。それ以外の部分もあると思うんですけど、

どういったメッセージ、業者にお願いをして出してもらうのか、山梨っていう

キーワードが出てきたらどういう広告が出てくるのか。もし、今わかっている

範囲でお伺いしたいと思います。 
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小澤障害福祉課長 ＳＮＳにつきましては、地域限定で山梨限定にさせていただきたいと思い

ます。ですので、利用者が山梨県から、例えばキーワードとしまして、自殺に

関連するようなワード、死にたいとかいったようなワードを入力したときに最

初の画面に広告という形で、今、考えておりますのは相談窓口の具体的な電話

番号等が出るような形で広告を出していきたいと考えているところでございま

す。 

 

向山委員  そうすると、山梨の携帯のその位置情報で山梨にいる人が自殺とか、死にた

いとか、そういうようなワードをやったときに自動的に出るようなシステムに

して、それを業者さんにお願いするようなイメージでいいですね。 

 

小澤障害福祉課長 はい。そのとおりでございます。 

 

向山委員  効果がどの程度出るかも見きわめながら、試行錯誤しながら、それもぜひ進

めていっていただきたいなと思いますし、山梨に来てそういったことがないよ

うに新しい手法だと思いますので、ぜひ取り組みを進めていっていただきたい

なと思います。 

 

（結婚・妊活応援事業費について） 

  次に、子の１３の結婚・妊活応援事業費についてお伺いします。子育て支援

局としてこの４月から結婚、妊娠、出産に関する事業を取り組んでいると承知

をしていますけども、少子化対策として重要なこの晩婚化、晩産化の改善のた

めに実施するこの今回の事業だと認識をしています。 

  どのような背景からこの事業を実施したのか、県の見解を改めてお伺いいた

します。 

 

下條子育て政策課長 平成２７年度に山梨県で実施しました県民アンケートでは、いずれ結婚

するつもりと回答された方が９割を超えております。また国の出生動向基本調

査によりますと、結婚の利点として子供や家族を持てると回答した未婚の割合

は１９８０年以降男女ともにほぼ一貫して増加しております。 

  これらから、将来的な結婚意思はあり、結婚して子供を持つという意思も減

退していないことがわかりますけれども晩婚化、晩産化は進行している状況で

ございます。 

  これは、若者が妊娠、出産に関する知識理解が乏しく、結婚、妊娠、出産の

具体的なプランを描けていないことが原因であり、結婚前の若者がみずからの

結婚や妊娠などのライフプランを描けるようにする必要があると考えたところ

でございます。 

  また、もう一つの事業がございますが、晩婚化、晩産化の影響もありまして

不妊治療を受ける夫婦は増加しておりますけれども、平成２９年度末の厚生労

働省の調査によりますと不妊治療経験者の３５％は仕事と不妊治療の両立がで

きなかったと回答しており、退職した者は１６％に達するなど仕事と不妊治療

等の両立が難しい状況でありますので、企業に対して、不妊について理解し、

従業員を支援するように働きかける必要があると考えたところでございます。 

 

向山委員  今、事業内容をお伺いしましたけども、この後、効果はやっていただければ

出てくると思うのですが、まずはそこに参加をしていただくことが重要だと思

いますけども、そこについての参加対象とか、そこにどういうふうに呼びかけ
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をしていくかというところをお伺いしたいと思います。 

 

下條子育て政策課長 まず高校生、大学生、専門学校等におきましては、こちらのほうから働

きかけていく、学校に働きかけるというふうなことでございます。それから、

企業におきましては５人以上の企業を対象といたしておりますので、また、こ

れを委託する団体におきまして個別に企業を回っていただくということを考え

ております。 

 

向山委員  多くの企業に参加をしていただいて、理解を深めていただいて、チャンスは

至るところにあると思いますんで、ぜひいろんなコネクションを使って声かけ

ていただいて理解を深めていただけるような取り組みをお願いしたいと思いま

す。 

  同じページの産前産後ケアセンター、幾つか出ていて、自分は１点だけこの

ＰＲ事業費の中で、このＰＲっていうのは県外に向けたものも入っているのか、

県外にやるとしたらどのような手段を使って行っているのかをお伺いしたいと

思います。 

 

下條子育て政策課長 産前産後ケアセンターにおきましては県と県内の市町村が連携いたしま

して運営費補助を出しているところでございまして、基本的に県内の方が対象

となっております。 

 

向山委員  私も妻が利用させていただいて、いろんなお話を聞くとやはり県外の方で里

帰りをして利用をされている方とか、先ほど世田谷区の話もありましたけども、

世田谷区と比べたら安かったりするんですよね。 

  そうすると、県内の人ももちろん、これだけやっていればある程度は広がっ

てきている部分もあると思うんですけども、県外での広報のときに山梨県はこ

ういう施設がありますよと、ぜひ来ていただいて利用してくださいって、県外

の人も利用できるところだと思います。ぜひそうした部分を他部局、広聴広報

課とも連携をして、県外へのＰＲのときにこうしたＰＲも一緒にあわせてやっ

ていただくような取り組みもしていただくと、県外からの取り込みも結構ある

んじゃないかなと思うんですけど、いかがでしょうか。 

 

下條子育て政策課長 御指摘ありがとうございます。確かに出産のために里帰りをしたときに

お使いになっていただくこともいいかなと考えておりますので、県外にお住ま

いの方に対してもセンターのパンフレットを配るなどの工夫をしていきたいと

考えております。 

 

向山委員  ぜひ県外にも行って、子育ての山梨っていうところを広く知っていただける

ような取り組みを進めていただきたいと思います。 

 

（児童養護施設退所者等自立サポート事業費について） 

  最後に子の２２のやまなし社会的養育推進事業、新規の児童養護施設退所者

等自立サポート事業費についてこの事業の中身について具体的にお伺いしたい

と思います。 

 

土屋子ども福祉課長 児童養護施設退所者等自立サポート事業費の中身ですけれども、これは

児童養護施設等を退所した後に、大学へ進学したりとか、あるいは自立をして

アパートで過ごすと、就職をして働くといったような退所者の方が、退所後１



 

25 

年以内に離職をするとか転職をするとか、あるいは学校を中退してしまうとい

ったような割合が比較的多いという調査結果があります。そのため、自立支援

コーディネーターを、県内２カ所に配置をして、その方たちに例えば生活の面

での相談ですとか、就職した後の悩みですとか、あるいは進学をした後のこと

ですとか、そういうさまざまな相談に乗っていただくという事業になります。 

 

向山委員  これは推進計画の中にも入っている部分で進めていかれると思うんですけど

も、推進計画の中で、その退所した方の居場所づくりも進めるってあるんです

けども、今後そうしたものもあわせて行っていく考えでしょうか。 

 

土屋子ども福祉課長 そういった、さまざまな就労とか生活面の相談とともに、やっぱり退所

された方が、また退所後もその地域の中で交流ができるような場があるという

ことが、孤立を防いだりとか、同じ悩みを共有したいということで非常に有効

だというふうなこともありますので、こういった交流の場を積極的につくって

いきたいと考えております。 

 

向山委員  ぜひ、新しい取り組みであると思いますので、前向きに進めていっていただ

きたいなと思います。 

 
（障害者交流活動推進事業費について） 

飯島委員   福の３４ページです。午前中、山田委員からも質問があって回答もいただい

ているんですけど、もう少し詳細にお伺いしたいと思います。 
  私、これ見てとてもいいなと思いました。障害者あるいはその親御さんの出

番をつくって、そして健常者の人たちと人格や個性を尊重しと、こういうやっ

ぱり交流することでふだんなかなか接することがない人も障害者の皆さんと接

してそういう実態がわかるという意味ではとても期待をしていまして、マル新

で初めてなことなんで、ぜひ首尾よくやっていただきたいという、こういう気

持ちの中で質問させていただきたいというふうに思います。 
  午前中の回答の中で場所はイオンモールで３部構成で、パラリンピックの前

ぐらいに実施したいとこういう回答があったと思うんですが、その人数、ファ

ッションショーとなるとやっぱり人が出るわけでありますから、その人数の規

模はどのぐらいを考えていますか。  
 
小澤障害福祉課長 まずモデルとなっていただく方につきましては、まず障害のある方につき

ましては２０名程度を考えております。それと合わせて障害のない方も含めて

ほぼ同数程度を募集したいというふうに考えております。 

  特に障害のある方につきましては特別支援学校や、あるいは福祉施設の方々

にお声をかけさせていただいて募集をさせていただくとともに、また在宅者の

方にも市町村を通じて募集をさせていただければなというふうに考えておりま

す。 

 

飯島委員  ２０名、２０名、保護者も同じように同数ぐらいくるというと１００人ぐら

い、１００人弱ぐらいかなというふうに思うんですが、これの発信先も今お答

えしたと思うんですが、人数の制限があるのでなかなか幅広くということは難

しいかもしれませんけども、実は、障害持った方が甲府市でバンドを組んでい

て、Ｍａｒｉｎａ ’ｓっていう、御存じかな、お母さんとお嬢さん２人でやっ

てるバンドがありますね。お姉さんがダウン症なんですね。私もいろんなとこ

で拝見しているんですが、やっぱり自分たちの出番があると元気になったり、
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生きる糧になったりとこういうことがあるのは確かなんですね。ですから繰り

返しになりますけど、この障害者の出番をつくったっていうのはとてもいいん

ですけど、例えばこういうことに出たいのに私は知らなかったとか、人数に制

限、今回は規模もあるからいたし方ないというふうに思うんですけど、その辺

のちょっと心配もあるのかなと思うんですが、その辺はどういうふうにお考え

ですか。 

 

小澤障害福祉課長 ファッションショーにつきましてはいろんな方法が取れるかと思います。

実は昨年も障害者芸文祭の中でプレのファッションショーという形で実施をさ

せていただいたところでございまして、その際には１つのグループで登場して

いただいて、１０人以上のグループで登場していただいて１つのステージを彩

っていただいたということもございますので、基本的には先ほど言いましたよ

うに２０組程度というふうに考えておるところでございますけども、１つのグ

ループが参加することによって参加者がふえてくるのかなという形は検討もし

ております。募集をしてみて、そこで参加者の状況など見ながらそこは柔軟に

考えていきたいというふうに考えております。 

 

飯島委員  ことし初めてですし予算も規模も限りがあるということでありますから、私

が申し上げたいのは、なるべく来る者は拒まずというか、発信をして大勢の参

加が望ましいなというふうに思っています。 

  あと、やっぱり人数の規模は先ほどおっしゃった規模なんですけど、ファッ

ションショー、私のイメージ、実は私、年に１回ある団体でやるきものショー

っていうのに出ることが多くて、それを体験すると、そのファッションショー

もそういうやり方はどう考えていくかっていうのもあるんですけど、舞台回し、

すごい大変というか、それがポイントでいい会だったなというふうに結果にな

るんですけど、そこの司会者とか、どういうふうに順番でファッションショー

で歩くのかってそういう段取りはなかなか県の皆さん方じゃ難しいかなと私は

思うんですけど、やっぱりどっかのプロとかそういう人に委託してしっかりや

んなきゃいけないと思うんですが、その辺の計画というかお考えはいかがでし

ょうか。 

 

小澤障害福祉課長 委員がお話になった舞台回しという点でありますと、具体的に申しますと、

やはりプロの方にお願いをしませんとできないと思います。ですので、他県に

おいてもこういったイベントを手掛けていらっしゃる方、既に経験が何回かあ

る方などにお話をさせていただく中でそういった方にアイデアをいただき、実

際に舞台回しをしていただくような方向で今検討しているところでございます。 

 

飯島委員  よろしくお願いします。 

  それで、これ、私の思いなんですけど、３部構成でやるとおっしゃっていま

したけど、今回飲食がないんですね。私、できればこういうイベントやって、

飲食をともにするとまたぐっと距離が縮まるというか、お互いの理解が深まる

というふうに思うんですけど、今から検討できたら、検討していただきたいし、

今後そのことも参考にしていただきたいと思いますがいかがでしょうか。 

 

小澤障害福祉課長 今回、会場として予定をしておりますのが先ほど申しましたイオンモール

の甲府昭和のさくら広場という場所でございまして、余り飲食というのが好ま

しくはないのかなというふうには考えておるところでございます。衛生環境上

もそこで飲食をするというような形は余り適当ではないのかなと思っておりま
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すけども、今後、これを機に定着させていくという、山梨にこういった動きを

定着させていくという面では今後開催する上において十分参考にさせていただ

きたいとは思っております。 

 

飯島委員  わかりました。よろしくお願いします。 

  あと、パラリンピック前にというお答えがありましたが、今、新型コロナウ

イルスがありますからその辺はフレキシブルに対応するとこういう理解でよろ

しいですね。 

 

小澤障害福祉課長 やはり、参加者を初め県民の皆様の健康が第一でございますので、その点

は委員おっしゃるように柔軟に対応していきたいというふうに考えております。 

 

飯島委員  よろしくお願いします。期待しております。 

 

（看護師確保対策費について） 

  次に福６７ページであります。看護師確保対策費の中の一日看護師体験事業

費等についてお伺いします。この「等」っていうのは何でしょうか。 

 

井上医務課長  経常的な経費でございます。事務の執行経費でございます。 

 

飯島委員  事業やるのにもろもろいろんなことがかかるから、このような表現だと思い

ます。特に細かく指摘するつもりはありませんが、お伺いした次第です。 

  あとこの一日看護師体験、これはもちろんその上の表示の確保対策の中でや

るとこういうことだと思いますけど、１日のメニューと、あとどこでやるのか。

何人ぐらいを想定しているのか、この辺をまとめてお伺いします。 

 

井上医務課長  保健福祉事務所ごとに実習病院を選定しておりまして、こちらの実習病院が

令和元年度では４８施設ございます。 

  この４８施設に県内の高校生１～２年生で興味のある方に参加していただき

まして、令和元年度では４８６人の御参加をいただいたところです。 

 

飯島委員  そうしますと高校１年生ということでありますから、将来看護師になってい

ただければ、効果が出たというか、ありがたいというふうに思いますが、看護

師確保と銘打っていますが、その看護師さんは今一体どのくらい不足している

のかという根拠がどこかにないと、こういう取り組みやあるいはこういうこと

をやって、ではことしは何人ふやしたい、来年は何人ふやしたいとこういう段

取りになろうかと思いますが、今、本県では看護師さんは何人不足しているの

か、それをお伺いしたいと思います。 

 

井上医務課長  県では本年度看護職員の需給計画を策定したところでございまして、本日か

らパブリックコメントにかかっているもので公開されているものでございます。 

  これによりますと、本県の平成２８年時点の看護職員数というのは１万１,

２８１人いらっしゃいます。これは現時点で働いている方の数ですので、今の

時点で需要供給が仮に一致していると考えまして、この後の将来がどうなって

いくかということを推計したものでございます。そうしますと供給数、これか

ら学校を卒業して、看護職につく方々がどういう推移をたどっていくかという

ことを令和７年度、ちょうどことしの計画、明年から始まる計画で６年間の計

画期間でございますので、令和７年時点では供給数が１万２,００８人になる
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というふうに考えています。プラス７２７人です。 

  これに対して、看護職として就職口がどのくらい必要になるかというか、需

要がどのくらいあるかということも推計しております。これによりますと、例

えばワーク・ライフ・バランスがこれ以上、もっと進展していった場合と幾つ

かのパターンを設定して考えているんですけれども、例えば超過勤務が全くな

くなって有給休暇が全員２０日とれるような時点にまでワーク・ライフ・バラ

ンスが進んだ場合には、今の供給体制では不足してくることになります。 

  一方で超過勤務が１０時間以内で有給休暇が５日程度であれば十分この供給

数で需要が賄えるというような幾つかのシナリオをつくって推計しているとこ

ろでございます。これによりますと、非常にワーク・ライフ・バランスが進ん

だ場合にはちょっと足りなくなるけれども、そうでなければ今の供給数で十分

賄えるという推計でございます。 

 

飯島委員  職場の環境でいろいろさまざまな影響があるとこういうことでありますけど

も、一方どこの職場もそうですけど、現職の方が年齢をまして世代交代という、

こういうことも必要かなと、そんなこともあって高校１年生、２年生っていう

若い世代にターゲットをしているのかなと思うんですが、一方若いころ看護師

さんをされていて、結婚して家庭に入ったけど今、時間ができたと。こういう

方もいますよね。 

  そういう方は今はもう時代も変わってというか、時間も経て、看護師さんの

仕事内容も変わったのかもしれませんけど、でもそうはいってもそういう経験

のある人が応募してくれる、あるいは新たに勉強して看護師さんとして仕事を

再スタートするには全く新しい人よりも短い時間で効率的にできるんじゃない

かなというふうに思うんですね。なので、この一日看護師体験、私、１日いれ

ば大体昔を取り戻したわとか、そういう人がいるのかなというふうに想像する

んですが、そういう方はこの対象には入らないという、こういうことですか。 

 

井上医務課長  委員御指摘のように、かつて看護職をしていたけれども子育てなどで一旦職

を離れた方というのも非常に貴重な戦力というふうに考えております。こうい

った方々に対しましては福の６５ページをごらんいただきたいんですが、保健

師等指導費の２番のところに看護職員研修事業費というのがございます。ここ

の（７）番、潜在看護職員復職研修の実施でございまして、しばらく現場を離

れていたのでちょっと感覚が戻るまで少し研修をしていただいて速やかな復職

につなげていくというような事業もしているところでございます。 

 

飯島委員  わかりました。ありがとうございました。 

  医療現場で、お医者さんもそうですけど看護師さんの皆さんも大変でありま

すから、人数もそうですけど、質のアップと、質の確保ということも大事であ

りますから、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 

（がん検診管理指導事業費について） 

  あと、最後に福の８６ページです。がん対策強化事業費の中のがん検診管理

指導事業費の中の市町村がん検診の精度管理を向上させる取り組みとこういう

ことなんですが、これらについてちょっと内容を詳しくお聞かせ願いたいと思

います。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） がん検診管理指導事業費の内容につきまして

ですけれども、現在がん検診の受診率、これにつきましては山梨県が全国でも
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トップクラスでございます。５大がん全てトップクラスでございます。 

  ただその反面、検診の結果精密検査が必要となった方の精密検査の受診率と

いうのが非常に低い、全国平均よりも低い状況になっております。このがん検

診につきましては国が効果的に行う方法とか指針を示しておりまして、対象と

かその頻度、またどのような形でやるか、検診の内容とか、そういったものを

含めて示しております。その辺の国が示した指針に遵守してやっていけばかな

り効果的な検診ができたり、また、先ほどの精密検査の受診率も向上させるこ

とができるんですけれども、その辺がなかなか県内の市町村等でできてないと

いうこともございますので、その辺こちらにございます事業内容、研修会の開

催、こちら市町村でありますとか、また検診機関を対象に研修会を開催、また

精密検査の実施機関につきましてもやはり国が求めるような形の検診の内容を

やっているところとそうでないところございますのでそういったところを選別

しまして登録制にしていくというようなことも検討していきたいということで

そのための事業でございます。 

 

飯島委員  おっしゃるとおりで、ほんと本県はがんの検診率がトップクラスと。日本で

トップクラスと、だがしかし、その後の精密検査が逆に率が悪いから、なかな

かがん患者さんを救うもっといい結果が出せるんだけどという話は私も承知し

ているところでありますけれども、そういった意味でその検査をできる機関を

ふやすということと、それからもう一つ、がん検診は行って、精密検査の必要

もあるのに、その精密検査は大丈夫だろうと言って実際に行ってない人たちに

対する教育、ある意味での、やっぱり、がん検診は済んで何事もなかったけど、

やっぱり精密検査までやってもらわなきゃ困りますよと、困りますよというか、

そのほうがいいですよってこういう広報というか指導というか取り組みが大事

だというふうに思うんですが、その精密検査、実施医療機関の登録制に向けた

検討等のこの等の中にそういうのは入っているのかっていうか、そのいわゆる

ヘルスリテラシーっていう方法っていうか、政策が大事だと思うんです。一人

一人にね。それには精密検査の受診率を上げなきゃいけないんですよ。１つは

その機関をふやすというのももちろん行きやすくなるし、門戸が広がる。でも

行く本人たちにも行ってもらうように促進、促さなきゃいけないっていう、こ

ういう取り組みが両方から必要かと思うんですが、個人にヘルスリテラシーっ

ていうことを伝えると言うか、そういう政策をするっていうのは例えばこの

「等」の中に入っていると解釈していいですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 委員のおっしゃるヘルスリテラシーにつきま

しては、がん教育のほうとも関連してくるかと思うんですけれども、そちらの

がん教育についてはまた教育委員会のほうとも連携しながら取り組んでまいり

たいと考えております。 

  今回のこの事業の中では、やはり精密検査を受ける重要性といいますか、そ

この辺が、検診の実施主体であります市町村のほうからコール、リコールを徹

底していただくというところで、その精密検査の大切さ、または精密検査を受

けていただくということを我々がしていきたいと考えております。 

 

飯島委員  わかりました。鋭意取り組んでいるのは承知していますけれども、せっかく

がん検診がトップクラスと、引き続き精密検査もトップクラスになるようにや

っていただければというふうに思います。 

 

（結婚・妊活応援事業費について） 
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小越委員   たくさん質問するので手短に質問したいと思います。よろしくお願いします。

まず子の１３ページ、先ほど向山委員からありました結婚・妊活応援事業費、

先ほどの答弁の中でライフプランを描くというのがあったんですけど、どうい

うプランを描くということを考えているのですか。  
 
下條子育て政策課長 助産師がライフデザインアドバイザーとして学校とか高校、大学、専門

学校、それから企業の若手従業員の方のところへ行きまして、結婚から妊娠・

出産についての正しい理解を深めていただいて、結婚、妊娠、出産を含めたラ

イフプランを描いていただこうと考えるところでございます。 
 
小越委員   先ほどもあったその晩産化、晩婚化を改善するためとあるんですけど、晩婚

化、晩産化は何か悪いことなんでしょうか。 
 
下條子育て政策課長 晩婚化、晩産化の改善をしていくというふうなことは少子化対策の推進

のために考えていることでございまして、いい、悪いということではございま

せんで、このライフデザインセミナーを実施することによりまして将来的には

晩婚化、晩産化の改善ができればいいなと考えているところでございます。 
 
小越委員   例えば大学卒業して、高校卒業して今一番心配なのは奨学金の返済です。結

婚して妊娠して何歳に子供をつくろうと思っていましても転職したらどうなる

のか、今、この職場はどうなるのか、それが一番心配です。 
  少子化対策っていいますけども、そもそもその子育てするお金の問題やいつ

結婚できるかわかりませんし、そもそも今、性の多様性もありますし、どんな

結婚がいいかわかりませんので、これを何かこれが一番ベストと決めつけるよ

うなこのやり方は私は間違っていると思います。 
  それから、子の１０ページです。幼児教育保育の無償化実施円滑化等事業費

補助金４億３ ,０００万ってあるんですけど、確か先日の補正のところでこれ

と同じようなものがありまして、そのときに補正でマイナス３億円もしたんで

すよね。今回も４億円も計上しているんです。前回のときもシステム改修費が

思ったより、予想よりも少なかったとか、事務費が半分以下で済んだっていう

ふうに答弁があったんですけど、来年またこんなになぜ計上するんですか。 
 
下條子育て政策課長 ここの幼児教育保育の無償化実施円滑化等事業費補助金は、委員御指摘

のとおりシステム改修費と事務費の２本立てでございますけれども、いずれも

基礎額と人口に単価を掛けたもので国の基準額がつくられております。 
  それで今回におきましては国の基準額に沿って事務費及びシステム改修費を

積算したところでございます。 
 
小越委員   確か補正のときにもそうやって２億９ ,０００万円が６ ,５００万円で済んだ、

２億６ ,８００万が１億円で済んだってことでこれも１０分の１０、国からく

るって言いますけども、来年多分補正大幅になると思います。もっとこれ、ほ

かのところにもお金が使えるようにするべきだと思っています。  
 

（やまなし子育て安心保育推進事業費について） 

  子の９のやまなし子育て安心保育推進事業費ですね。ここのところで看護師

さんの派遣のところがあるんですけど５４０万円、昨年度は９００万円あった

と思うんですけど、なぜ減っているんでしょうか。  
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下條子育て政策課長 やまなし子育て安心保育推進事業におきまして、昨年度が９施設という

ことで見積もりをさせていただきましたけども５施設ということで減額をさせ

ていただいたところでございます。  
  これは、保育士と看護師さん等の差額がおおむね１０万円ほどございますの

で、それでその差額の１０万円をみていく、市町村と県でみていくというもの

でございまして、来年度におきましても９施設を見込んでいきたいなと考えて

おります。 
 
小越委員   ９施設見込んで９施設がそのまましっかり確保できるという見込みなんでし

ょうか。  
 
下條子育て政策課長 できる限り、看護師を配置をいたしまして子供が病気になったときにそ

の不安を軽減したいと考えておりますので市町村への働きかけをしていきたい

と考えております。 
 

（保育人材確保・定着促進事業費について） 

小越委員   子の７ページ、１２番、保育人材確保・定着促進事業費、協議会とか保育所

見学会の開催ですけど、１３３万円、昨年２６８万円で今回半分になっている

んですけど、これはなぜですか。 
 
下條子育て政策課長 ここにおきましては保育や教育の関係団体や養成校の方々に協議会のメ

ンバーとなっていただきまして検討会を開くとともに保育フェア、それから保

育所見学バスツアーを実施しております。この中で保育フェアにおきましては、

この構成員の方々が自主的に実施をしていただいておりまして、山梨県は後援

というふうな形をさせていただいております。この分の差額が出ておりますの

で、この分減額をしたところでございます。 
  事業はいずれも両方実施するところでございます。 
 
小越委員   先ほどの、やまなし子育て安心保育、保育人材もそうなんですけども、保育

士さんがそもそも補正予算のときに保育士さんの需要は安定しているっていた

んですけども、今、やまなし子ども子育て支援プランっていうのが出されてい

まして、今パブコメ中で最後の需要見込が載ってないんでわからないんですけ

ども、今後の保育人材定着を含めて保育士さんの定着は図られるんでしょうか。

その需要と供給の関係でどのようになっているんでしょうか。 
 
下條子育て政策課長 委員御指摘のとおり、現在やまなし子ども子育て支援プランを作成中で

ございまして、市町村が地域のニーズに沿った数量を見込んできますので、そ

れをまとめているところでございます。保育の需要と供給につきましては、希

望をする保育園に入れないというようなお声も聞いておりますので、引き続き

市町村と連携して保育士の確保に努めていきたいと考えております。 
 
小越委員   やはり待機児童はいるっていうことで今、希望する保育園に入れないって言

っていますので、この保育士さんの確保についてしっかりやっていただきたい

と思います。 
 

（感染症予防費について） 

  福の８１ページ、確認なんですけど、感染症予防費１億１ ,８１５万円ある

んですけども、確認ですけど、この感染症予防費の中に今回の新型コロナウイ
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ルス対策のお金は入っていないっていう理解でいいんですよね。  
 
下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） そこだけ限定した形の事業としては、予算と

しては入っておりません。 

 

小越委員  それで３番目の感染症危機管理対策委員会開催費とあるんですけど、この感

染症危機管理対策委員会っていうのは具体的にどんなことでどのような人が何

回どんなことしているんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） この感染症危機管理対策委員会につきまして、

感染症が発生した際に適切に対応できるようにということで例えば医師会、看

護協会、薬剤師会、また感染症指定病院であります県立中央病院やまた市長会、

町村会、県の民間病院協議会や官公立病院協議会、そういった学識経験者など

で構成される会議でございまして有事の際に開催するような形になっておりま

す。 

 

小越委員  でね、今回５８２万円なんですけど、昨年も一昨年も１１７万円ぐらいなん

です。何で来年５８２万円になるんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） こちらにつきましては昨年度この３番、感染

症危機管理対策委員会開催費等とございまして、この中、先ほどほかの機関の

事業でもございましたが、さまざまなものが入っておりまして、例えば経常経

費等もなんですけれども、こちらに感染症担当の非常勤嘱託職員、来年度から

会計年度任用職員となりますが、その人件費も入っておりますが、昨年度実は

この会計年度任用職員の分の人件費がこの３番ではなく、次のページの８番の

ほうにございまして、こちらが予算概要のほうではこちら分けていたんですけ

れども、ちょっと課別説明のほうと分け方が整合性がとれてなかったんで今回

予算概要に合わせて整合性をとらせていただいた関係でこちらのほうに人件費

込みが約４６０万円ほどふえております。 

 

小越委員  それで今確か、専門家会議っていうの３人ほど知事が指名してやっているん

ですけど、この専門家会議と感染症危機管理対策委員会っていうのは別のお金

なんですか。やっていることは別のことをしているんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 先ほど申し上げましたとおり、感染症危機管

理委員会につきましてはかなりそれぞれの団体のトップを集めるということで、

なかなか小回りがききにくいところもございます。 

  今回の専門家会議につきましては今回のクルーズ船の患者さんの受け入れな

どでその患者さんが今後県内で発生した場合を含めまして円滑に県内の医療機

関に患者さんの入院調整を行うことを目的としておりまして、そういった調整

をするにはやはりもう少し少数で小回りのきく専門家の知見が必要ということ

で設置したものでございます。 

 

小越委員  でも、そうしたらこの感染症危機管理委員会は来年はコロナウイルスずっと

続くと思うんですけども、この感染症危機管理委員会はほとんど機能しないで

専門家が３人でやるっていうことですか。何か有事のときに対応して、さっき

答弁があったと思うんですけど、何回ぐらいやっているのか、何回ぐらい開催

しようとしているのか、それと来年、専門家の会議とこれどのように整合性、
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すみ分けしてどっちが上とか下とか指示するとか支援どうなっているんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 現在、県内ではまだ患者が発生して、新型コ

ロナウイルスの患者発生しておりませんが、例えば今後県内で発生した場合、

また先般国が示しました基本方針の中で今後の患者の発生の動向によりまして

は途中で対策の方向性を変える転換期がございます。 

  そうしたものの判断の際には、やはり先ほどの専門家会議ではなく、さまざ

まな関係する機関に集まっていただきまして皆様にも御協力しながら進めてい

く必要がございますので、そういった大きな決断をする際、決定をする際には

こういった危機管理対策委員会で諮った上で決定をさせていただきたいと考え

ております。 

 

小越委員  今の３人の専門家会議とこの関係が少しよくわからなくなってきました。 

 

（地域保健医療計画推進費について） 

  福５７ページの地域保健医療計画推進費の中の、３番の地域医療構想調整会

議開催事業費。これ、今やっている公立病院、公的病院の調整会議のことかと

思うんですけども、山梨県は今、確か各病院から聞き取りしながら進めていこ

うとしていると思うんですけど、来年度これはどのように進めていこうとして

いるのかまず教えてください。 

 

井上医務課長  地域医療構想調整会議につきましては本年度２月の第１週目、２週目に開催

しているところでございまして、国から公立、公的病院の方針の再検証を求め

られている７病院がございますので、この７病院にまずは病院側に求められて

いる再検証に対して案を出していただきまして、それに対して県が５月か６月

くらいにヒアリングをしたいと思っています。そのヒアリングを踏まえまして

調整会議のほうで検討していきたいと考えております。 

 

小越委員  山梨県が独自に検証シートもつくって、国とはまた違う方向、同じかもしれ

ませんけども、いろんな僻地医療やそれから健診ですとか、その病院独自にや

っているのを含めてシートを出すっていうことで、その病院の機能をちゃんと

評価しようという姿勢はあると思うんですけども、５月か６月にヒアリングを

して、いつごろまでに、国に報告しなきゃなんないとか、そのスケジュール的

なものはもう決まっているんでしょうか。 

 

井上医務課長  当初国は、ことしの９月末までという締切を設定していたんですが、その後

その締切を撤回して今のところ国が期限を切ってはございません。 

  ですが、県といたしましてはまずは病院に検討していただいて、それを県の

ほうで検証して、その検討の方向性等を検証して、その後に調整会議のほうで

議論していきたいというふうに、丁寧な議論をしていきたいというふうに思っ

ています。 

 

小越委員  丁寧な議論をしていただきまして、ベッド削減ありきじゃないように、今の

コロナウイルスの問題でもベッドがしっかりと確保できるかどうかになってい

ますので、丁寧な議論の中で病院を残すような方向で考えていただきたいと思

います。 

 

（県立施設民間移行準備費について） 
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  次に福の３９ページ、先ほどからありました、県立施設民間移行準備費です

けども、なぜこれを今回やろうとしているのか説明してください。 

 

小澤障害福祉課長 県立障害者施設につきましては、これまで、現在ですと７施設ございます

が、今、役割といたしまして、県内におけます各福祉サービスがまだ民間にお

いて育っていない事業、あるいは不採算の部分、あるいは特に高度な福祉と医

療が連携する部分などにつきまして県立施設で実施をしているところでござい

ますけども、先ほど申しましたように平成１８年の自立支援法の成立に伴いま

して民間におきましてもさまざまな法人が運営を充実させてきて、それぞれの

特徴ある運営をしているところでございます。 

  そうした中、例えば、近年の情勢の変化となりますと令和３年末には児童の

施設と、福祉施設につきましては、児童の福祉施設と成人の施設をしっかり分

けなければならないというようなことでそういった大きな過渡期にあるわけで

ございます。 

  さらにはそれぞれ利用者の方、あるいは保護者の方々の多様なニーズといっ

たものも出てまいりまして、そういったことに柔軟に対応していかなければな

らないということでございまして、現状、先ほど申しました民間施設、民間の

法人が運営していて既にノウハウが蓄積されているようなものにつきましては、

より柔軟な民間法人が運営することによりまして利用者あるいは保護者の方々

のニーズに的確に対応できるものと考えております。 

  今般、この３施設につきまして民間に譲渡しまして、よりサービスを向上さ

せるといった観点からそういった決定をしたところでございます。 

 

小越委員  いずれも特に梨の実寮やあさひワークホームはとても古い、老朽化が進んで

おります。これ、指定管理者出資法人の委員会のときにも言いましたけども、

古い施設でそこに手を入れずにそのままやるのか、しっかりきれいにして使い

やすくして老朽化を改善してからするのかどうするんですか。 

 

小澤障害福祉課長 先ほど、河西委員のほうからも御質問がありましたが、老朽化を改善する

といいますと例えば建てかえというような議論になってくるかと思いますが、

そうした場合、要するに施設の資産価値が上がってしまいまして、売却とか譲

渡にする金額が非常に増加してしまうという危険性をはらんでおります。 

  逆にこのまま譲渡した場合については近いうちに、民間側で整備をしていく

という課題も残ってまいります。その両方考えたときに、民間でありますと例

えば民間が整備する際には国の補助制度や、それに加えまして県の補助制度等

が活用できるわけでございますけども、県が建てる場合につきましてはそうい

た補助制度等が一切使えないといったものもございます。 

  また、民間が整備することにより、より柔軟な整備等が行えると、あるいは

具体的なすばらしいアイデアが生かせるというふうな考え方がございますので、

私どもといたしましたら現状のまま基本的には譲渡をさせていただきたいと考

えておるところでございます。 

 

小越委員  これは県立の施設で県の責任で老朽化に対して改善をしっかりしておくべき

でした。それを今回新しくすると資産価値が高くなる、でもそれはいずれその

民間の方々が手を入れなかったらあのままでは済まないわけです。県の責任を

放置してそれでそのまま民間に売り渡す、それは県の施設を、全体のこの山梨

県の県の施設を統廃合していこうというその動きの１つであり、私はこれには

賛成することができません。 
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下條子育て政策課長 済みません。発言の訂正をしたいのですがよろしいでしょうか。 
 
渡辺委員長  どうぞ。 
 
下條子育て政策課長 お時間を頂戴して申しわけありません。先ほど志村委員さんから産前産

後ケアセンターにつきまして当初予算同士を比べたときに令和２年度はどのよ

うな状況かということで若干上がっているとお答えしたところでございますが、

本年度の上半期の利用率が向上しておりませんので、来年度若干下がっている

というところでございます。訂正させていただきたいと思います。済みません。 
 
 
討論        

 

小越委員  今回の新年度予算に対して反対いたします。まず１点目はコロナウイルス対

策が１円も入っていないこと。そして、先ほど質問しませんでしたけども、重

度障害者医療費がこれまでと同じように貸付と検証がありません。 

  それから先ほど言いました民間施設の移譲の問題です。古いままで県の責任

を放棄したまま押しつけるものであります。 

  結婚・妊活応援事業費、性のあり方、それから結婚のあり方を一義的に捉え

たライフプランということを押しつけになりますが、これは反対です。 

  以上をもちまして私は反対をしていきたい、以上です。 

 

 

採決      採決の結果、原案に賛成すべきものと決定した。 

 
 

 

 ※第３０号  令和２年度山梨県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算  
 

質疑      なし 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 

 

 

 ※第３７号  令和２年度山梨県国民健康保険特別会計予算 

質疑 

 

小越委員  確認なんですけども、福の９５ページ保険給付費等普通交付金また、全体の

国民健康保険の医療費はふえているんでしょうか、減っているんでしょうか。 

 

土屋国保援護課長 福の９５ページの１番上の丸、保険給付費等普通交付金、こちらにつきま
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しては、市町村が療養の給付に要するいわゆる医療費にかかる部分でございま

す。こちらにつきまして本年度５９９億円予算計上させていただいたんですけ

れども、前年度当初予算がその右側にございまして、６０５億７,１００万円

ほどでございますので、若干減少しているところでございます。 

 

小越委員  医療費が減っている原因は何になるんでしょうか。 

 

土屋国保援護課長 大きなところでございますと、国民健康保険の被保険者の減少というとこ

ろでございます。昨年、平成３１年１月時点の国民健康保険の被保険者の人数

が１９万８,６１１人、令和２年１月ですと１９万１,２０２人でございまして、

７,４０９人の減少となっております。 

 

小越委員  その下の保険給付費等特別交付金、特別調整交付金３億８,４００万円、そ

れから保険者努力支援制度交付金３億円、これは前年度に比べていずれもふえ

ているんですけど、特別調整交付金を５億２,０００万円が３億８,０００万円、

保険者努力支援費が２億７,０００万円が３億円、なぜふえているんでしょう

か。 

 

土屋国保援護課長 特別調整交付金につきましては、市町村の災害その他の事情により交付す

るものでございまして、基本的には特別な要因等を勘案する中でやっているも

のでございます。また、保険者努力支援制度交付金につきましては国の制度と

いたしまして、特定健診の受診率や特定保健指導につきまして実施率が向上し

た場合については国から交付金が交付されるものでございまして都道府県市町

村の努力によってふえるものでございますので、このような数値になっており

ます。 

 

小越委員  努力によってのこの医療費の適正化等ってあるんですけども、保険者努力支

援制度、例えばその保険料の徴収率が上がったとか、一般会計からの繰り入れ

をやめたとか、そういうのを含めてこのポイントっていうか、努力支援の交付

に反映されているんでしょうか。 

 

土屋国保援護課長 委員のおっしゃるとおりでございます。保健事業等で特に最近力を入れて

おります糖尿病性腎症重症化予防の取り組み等の保健康事業に加えまして、収

納率が前年度よりも下がっていないであるとか、あるいは、そのようなことを

含めて保険者努力支援制度のポイントとなっているところでございます。 

 

小越委員  一般会計から繰り入れている市町村はあるんでしょうか。 

 

土屋国保援護課長 一般会計等からの法定外繰り入れにつきましては全市町村で現在、平成３

０年度決算におきましては繰り入れを実施しているところでございます。 

 

小越委員  この繰り入れを来年度からやめるとか、そういうことはあるんでしょうか。

そしてやめたりするとこの努力支援制度でプラスになるんでしょうか。どうな

りますか。 

 

土屋国保援護課長 国におきましては、全ての法定外の繰り入れをやめなさいといっているわ

けではございません。決算補填を目的とする一般会計の繰り入れ、また繰り上

げ充用の新規増加分につきまして削減をすることを目指しておりますので、現
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在３億円程度あるわけですけれども、これらにつきましては市町村の行う保険

事業等に充てられているものと考えておりますので、国のほうからのペナルテ

ィー的なものはないものと考えております。 

 

小越委員  この保険者努力支援制度でこのお金を入れなくては、一般会計から金を入れ

ないととってもやっていけない、国民健康保険高すぎます。でも、医療費は下

がっているんですよね。一人一人が努力も含めて医療費下がっている、なんで、

全体の診療報酬が上がっているんだけど、国保の医療費は下がっている。その

中で一人一人の保険料が高くなっていると思います。そこで、一般会計からお

金を繰り入れないとやっていけないんだと思います。 

  それと、１０２ページの医療費適正化推進事業費、９月補正でしたか、医療

費適正化推進、やまなしデータｄｅヘルス事業というのがありましたけども、

今回これが、来年からまた執行されるということになりまして、次の保健介護

連携も含めまして国民健康保険の方々にいろいろなデータを含めて特に１番の

やまなしデータｄｅヘルス事業は保険者の一人一人のデータがそのまま民間の

ところに丸投げされてしまうっていうことでデータの漏洩も含めて大変なこと

になりますので、私はここに反対したいと思います。国民健康保険料引き下げ

るために県がお金を出すべきだと思います。 

 

討論        

 
小越委員   私はここに反対いたします。 
 
 

採決      採決の結果、原案に賛成すべきものと決定した。 

 
 
 
※付託案件 

 

 ※第５号  山梨県無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件 
 
質疑 

 

志村副委員長  まず今の御説明で今回の条例制定が平成３０年の社会福祉法の改正を受けて

基準省令が本年４月１日から施行されるということで制定をするものというこ

とは理解いたしましたけども、貧困ビジネスの温床になってきたともいわれる

無料低額宿泊所、無低の状況といったことも含めて、このどんな背景があるの

かと、それがこの条例制定にどんなふうにかかわってきているのかというとこ

ろの説明を詳しくお願いします。 

 

斉藤福祉保健総務課長 国が示します無料低額宿泊所の現状につきましては、平成３０年度に

おいて全国で５７０の施設がございまして、入居者は１万７,０００人程度で

生活保護を受給している方が約９割を占めている状況でございます。 

  居室の環境につきましては国が示す面積基準、これ７.４３平米でございま

して４畳半でございます。４畳半を満たさない施設が約４割となっておりまし

て、先ほど委員御指摘のとおり生活保護受給者を狭い部屋に住まわせ割高な料

金を取る、いわゆる貧困ビジネスに悪用されるケースがあります。 
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  そのため国では無料低額宿泊所の基準を従来は通知で定めていたところでご

ざいますけれども、それを改めまして利用者の自立を助長する適切な支援環境

を確保するため法令で規制を行うこととしたものでございます。 

  それを受けまして県といたしましては条例制定を行うものでございます。 

 

志村副委員長  それから、この条例制定に当たって本県独自の基準ということで、非常災害

対策に関する部分について飲料水や資機材の備蓄も含めてそうしたものを作成

してくださいという条項を設けていますけども、この基準を設けた考え方につ

いて御説明をお願いします。 

 

斉藤福祉保健総務課長 本県におきましては東海地震あるいは富士山噴火等の大規模災害の発

生が想定されるため、非常災害への備えを強化する必要がございます。 

  山梨県地域防災計画におきましても本県の地域特性などから多様な災害への

対策が求められているところであり、本県が過去に制定しております高齢者施

設、障害者施設あるいは児童施設の設備及び運営に関する条例にならいまして

同様の基準を設けることとしたものであります。 

 

志村副委員長  こうしたことの作成をしていただいたものも、またチェックもしていかなけ

ればならないと思いますけども、ちなみに先ほどの説明で平成３０年度で５７

０施設ということで１０年で１００施設ぐらいふえている、しかも平成２２年

の調査だと１万５,０００人が１万７,０００人ていうことで非常にふえている

なという、全国的にはそんな状況かと思いますけど、本県においてこの無料低

額宿泊所の施設あるいは利用者の状況は現在どうなっているのかお願いいたし

ます。 

 

斉藤福祉保健総務課長 県内におきましては、甲州市内に生活保護受給者が入所する救護施設

がございます。その救護施設に隣接する形で平成３１年４月から運営を行って

いるものは１施設だけございます。 

  そちらのほうの施設の定員につきましては９名でございまして、２月１日時

点の入居者は生活保護を受けている方が５名、それ以外の方が４名となってお

ります。なお当該施設につきましては、居室の環境や職員の配置等につきまし

て既に本条例案の基準を満たしているところでございます。 

 

志村副委員長  さっきもちょっとお聞きしましたけど、これは、花園ハイツさんっていうん

ですか、１カ所甲州市にありますけど、例えば県独自の基準８条にあるもので

すとか、９条とか２７条とか今回の条例案で施設の運営に関してやはりチェッ

クをしてかなきゃいけないっていうところが必ず出てくると思うんですけども、

そういう部分で県のかかわり方っていうのは具体的にはどんなふうに進めてい

くということになるんでしょうか。 

 

斉藤福祉保健総務課長 社会福祉法の７０条におきまして都道府県につきましては社会福祉事

業を経営する者に対しまして施設や書類等検査しまして事業経営の状況を調査

することができることとされているものでございます。 

  県ではこちらの社会福祉法に基づきます調査を通じまして条例案で定める基

準を遵守しているかどうかの確認などを行いまして、よりよい福祉サービスの

提供等適切な運営を確保してまいりたいとこのように考えているところでござ

います。 
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志村副委員長  この無料低額宿泊所に関しては現に住居を求めている生活困難者ということ

で第３条にうたってありますけども、ほんとに一時的にここで生活をせざるを

得ない方をそこで保護するというふうな考え方だと思いますけども、施設の側

に関しては１日１回以上、必ず訪問等による状況の把握をしてくださいとかっ

ていうふうなことも書かれています。 

  実際にかかる経費も含めて大変な部分もあるんじゃないかなと思うんですけ

ども、行政からの助成といったことも場合によっては必要となってくることも

あるのかどうか、その辺の実際の運営されている実態、これについて御説明を

お願いします。 

 

斉藤福祉保険総務課長 無料低額宿泊所の運営に関しまして行政からの助成を行う制度はない

ところでございます。一方、施設の名称の中に無料と入っておりますけども、

実質的には生活保護法で定めます住宅扶助費の基準額を上限といたしまして居

室の使用料を徴収することができることとなってございます。 

  また、入居者に対します食事の提供に要する費用だとか、入居者の状況把握

等の業務にかかります人件費あるいは事務費などにつきましても利用料といた

しまして先ほどの居室使用料とは別に受領することができるため、これらの収

入をもとに運営されているところでございます。 

 

志村副委員長  御説明いただきまして、ありがとうございました。 

  余り山梨県内で必要とされる方がふえないということが一番いいのかなと思

いますけれども、本条例が制定された暁には、また条例にのっとった形で施設

の運営がされていくことを願っております。よろしくお願いします。 

 

飯島委員  本県独自の基準ということで、災害の種類に応じたものを作成し、とありま

す。どういう種類の災害を想定しているんでしょうか。 

 

斉藤福祉保健総務課長 網羅的に県のほうから、これとこれの災害と定めるものではありませ

んで、立地する状況に応じましてそれぞれの施設におきまして必要と考えるも

のを定めていただきたいと考えているものでございます。 

 

飯島委員  前段で施設の立地状況等を勘案しってありますから、そのとおりだと思いま

すけども、そうはいっても作成に対するサジェスチョンとかそういうものは必

要かと思うんですね。そのときの提案のその材料はどう考えているか。 

 

斉藤福祉保健総務課長 山梨県におきまして地震災害も懸念されるところでございますし、富

士山噴火も心配されるところでございますので、そういったことについて特に

注意をいただくようにお話をしたいと考えているところでございます。 

 

飯島委員  私はざくっと大雨、大風、台風、噴火、地震こういうことがぱっと頭に浮か

んだんですけど、それに限らず今、こういう異常気象なんかで災害というのは

あるので、その辺も丁寧に勘案して、しっかりしたものをつくっていただきた

いと思います。 

 

斉藤福祉保健総務課長 委員から御指摘がありましたとおり、そういったことも十分踏まえま

して施設側とお話させていただきまして、しっかりとしたものを作成していた

だくようにしていきたいと思います。よろしくお願いします。 
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討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

 

 ※第１４号  山梨県幼保連携型認定こども園に関する基準を定める条例中改正の件 
 

質疑      なし 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

 

 ※第１６号  山梨県がん対策推進条例中改正の件 

質疑 

 

飯島委員  ちょっと確認させてください、今たばこの種類というか煙が出るたばこと、

あと電子たばこがありますよね。愛煙家もいるんですけど、このたばこってい

う定義には電子たばこも含まれるという認識でよろしいでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 原則的には電子たばこも含まれるのですが、

健康増進法の中での取り扱いとしまして電子たばこ等は一般のたばこと多少取

り扱いが違うところがございます。 

  例えば電子たばこの場合には、原則的には屋内禁煙になっていましても、そ

の中で喫煙する場所を設けることができるんですが、一般のたばこの場合はそ

のたばこを吸いながら飲食等ができない形になります。ただ、電子たばこの場

合は飲食をできる場所を設けることもできるという、多少ちょっと取り扱いが

異なっております。 

 

飯島委員  そうすると、このたばこは、ここに書かれているたばこは一般的に煙の出る

たばこであって、電子たばこに関してはもうちょっと緩やかっていうこういう

解釈でいいんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） この規定自体が健康増進の中で一般的にたば

こというような形でいっておりまして、その中には当然電子たばこも含まれま

すが、その規制内容が一般のたばこと電子たばこで多少異なっているという状

況でございます。当然、電子たばこも規制の対象となっております。 

 

飯島委員  ちょっと頭が今、申しわけないが整理できないんですけど、他人の喫煙によ

りたばこから発生した煙にさらされることに改められたと。この文章の、この
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たばこには電子たばこは入らないという解釈でいいんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 当然その受動喫煙防止の中には電子たばこも

規制の対象になっております。 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

 

 ※第１７号  山梨県食品衛生法施行条例中改正の件 

質疑 

 
山田（一）委員 多分東京オリンピックも含めて外国からもたくさん人が来るということでか

なり急いだこの国の基準ではないかと思いますが、今このＨＡＣＣＰって結構

業者に聞くときついというか、条件なんですが、この条例が６月１日施行とな

った場合、そのいわゆる食肉業者も含めた皆さんに今、現在県としてはどうい

う対応をされているのかお伺いをいたします。 

 

大澤衛生薬務課長 ６月１日に施行がされるということで職員と事業者についてはこのＨＡＣ

ＣＰの導入をしていかなきゃならないということになります。現在営業してい

る施設につきましては１年間の猶予がございまして、令和３年の５月３１日ま

で猶予期間というようなことになっておりまして、来年度６月１日から新たに

事業を開始する業者については、このＨＡＣＣＰによる衛生管理が義務づけら

れるということになります。 

  この法改正があり内容が大体出てきた段階で、県のほうでは保健所を通じて

各食品事業者には、このＨＡＣＣＰの取り扱い等についての例えば講習会であ

りますとか、県の食品衛生監視員自体もこのＨＡＣＣＰによる技術というもの

を習得しなければならないということで、県の食品衛生監視員に対する研修な

ども積みまして適正な指導ができるように順次準備を進めているところであり

まして、また６月施行、それから経過措置が切れる来年の６月１日に向けまし

て適正な指導を行ってまいりたいと考えております。 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

 

 ※第２０号  山梨県動物の愛護及び管理に関する条例中改正の件  
 

質疑      なし 
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討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

 

 ※第４６号  地方独立行政法人山梨県立病院機構中期計画の認可の件 

質疑 

 
小越委員  前回のとき、中期目標を受けて中期計画をつくられたと思うんですけども、

前回の４年前かな、中期計画に比べて格段に県民の気持ちに少し寄り添ってい

るかなと私は評価したいと思っているんですけど、この議案の２３３ページの

ところの最初に書いてあるんですけど、県民の健康の保持及び増進に寄与して

いくことが求められる。これが一番の基本のコンセプトであり、県立中央病院

が担っている役割だと思っています。 

  その次にも今回は定量的な指標を用いて業務運営の改善に取り組むというこ

とでわかりやすくっていうふうに書いてあるんですけども、前回の中期計画と

比べて今回の中期計画、どのようなところに配慮をしてどう変わったのか、ど

ういうふうに進めていこうとしているのかお示しください。 

 

井上医務課長  重点化した点ですとか新たに追加した点については、大きなくくりとして３

点ございます。まず１点目は県の策定しました新たな総合計画に基づく取り組

みを県の基幹病院である病院機構にもしっかりとしていただきたいという内容。 

  それから２点目といたしましては、県の重要課題に関する取り組みとして、

例えば地域の医師不足対策であるとか、ジェネリック医薬品の推進といったこ

とに対しても病院機構にしっかり役割を求めていくということ。 

  それから３点目といたしましては、評価委員会からの意見を踏まえた取り組

みとして、定量的な業績指標を設定するなど診療実績を検証して、よりよい医

療を提供することなどを加えたところでございます。 

 

小越委員  この中でも、今、説明がありましたが県の部門計画に入れたとか、県の重要

課題ということで、この間やってきた北病院の依存症の話ですとか、今回の循

環器病医療のことも位置づけられたり、依存症や認知症の話もここに出ており

ますし、もちろんジェネリックのことも書いたり、感染症の話も出ております。 

  その中で幾つかお聞きしたいんですけれども、２３９ページにあります正規

看護師及び新卒看護師の離職率を全国平均以下とするためとあるんですけれど

も、今、県立病院では正規看護師及び新卒看護師の離職率はどのくらいなんで

しょうか。 

 

井上医務課長  済みません、手元に数字がなくて大変恐縮なんですが、全国水準を下回って

いることは間違いございません。全国水準よりもかなり低い離職率でございま

す。 

 

小越委員  かなり低いと、ここには離職率を全国平均以下とするためっていうことは離
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職率が高いんじゃなくて低いっていう意味ですか。 

 

井上医務課長  済みません、全国が１０.９％の離職率でございますが、ちなみに中央病院

は６.４％でございます。この６.４％という離職率をさらに低下させていきた

いというふうに、そのさらに低下というところが具体的な指標として設けた部

分でございます。 

 

小越委員  さらに、さらにっていうことですね。ここ、全国平均以下ってこれ読みます

と全国平均より高いのかなっていうふうに読み込んでしまったので、さらに低

く下がるんですね。 

  もう一つ、２４０ページのところに患者サービスの向上というところで、常

設している意見箱に寄せられる患者からの意見、苦情に対し速やかに改善に取

り組む、これ具体的に何かシステムをつくって何か生かしていくのか、そうい

う委員会を設けてやるのか、それをどうやって患者さんに返していくのでしょ

うか。 

 

井上医務課長  具体的な細かな取り組みのところまでは毎年度の事業計画、年度ごとの事業

計画に落とし込んでいくということになると思いますけれども、いずれその目

安箱からの意見というものをしっかり医療現場にフィードバックできるような

取り組みっていうことをしていきたいと考えております。 

 

小越委員  それともう一つさっきも言いましたけども、職場環境の改善のところがかな

り具体的に書かれておりまして、特に医師については令和６年４月から適用さ

れる時間外労働に対する規制の適用に向け労働時間管理の適正化や労働時間短

縮に取り組むってあるんですけども、今、県立病院の医師は時間外労働をどの

くらいされていて、これを適正化する何か考えがあるのでしょうか。 

 

井上医務課長  済みません、今、手元に医師の労働時間のデータはないんですけれども、令

和６年４月からの適用ということは、これはもう法律で決まっておりますので、

今からしっかりした準備が必要という認識でございます。これは病院機構側も

そういう認識でおりますのでこのように計画に掲載しているものだと考えてお

ります。 

 

小越委員  さっきも言いましたけど、前回の中期計画に対してかなり具体的で、そして

かなり踏み込んでいる計画だと私は思っています。中期目標のときもそう思っ

たんですけども、ぜひこの計画を具体化されて、さっき言いました県民の、一

番先にあります県民の健康の保持と増進に寄与していくというのが県立病院の

一番の役割だと思いますので、この中期計画にのっとって、先ほど言いました

けども労働環境の改善なども含めて実践をしていただきたいと思います。 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 
 
 



 

44 

請願第２－１号  子どもの歯科矯正に保険適用の拡充を求めることについて 
 

意見       

 

皆川委員   これは、今は矯正治療っていうのは非常にお金がかかって、保健の適用外っ

ていうことで高額なお金がかかっているわけですと、けれど、今、歯と口って

いうのは非常に生命の維持に必要な不可欠な機能なんで、これをしっかり保持

して健康寿命をさらに延ばすという必要があるし、医療費の抑制にもそれはつ

ながってくるんじゃないかというふうに思います。  
  そのために子供の口腔機能の低下が問題となっていますので、子供たちの発

育期における適切な歯科医療が重要となるっていうことは今、事実であります

ので、その今回の保険適応の拡充を求める本請願っていうのは採択が適当であ

るというふうに考えます。よろしくお願いします。  
 
 
討論       なし 
 
 
採決       全員一致で採択すべきものと決定した。  
 
 
 

請願第２－２号  公立・公的病院の「再編・統合」に反対し、山梨県の地域医療の拡充

の意見書採択を求めることについて 
 

意見       

 

山田（一）委員 継続がいいと思います。というのは、公立、公的な病院の再編統合、再検証

対象となった県内の７病院の中には国が病院名を公表する前から既に独自の運

営方針等を計画もしており、地域医療構想そのものは推進していかなければな

らないということでありますし、個々の病院の事情によりこれを機に検討を進

めようとする病院もあると思われますので、継続審査が適当と思われます。 

 

渡辺委員長  ほかに御意見ありませんか。 
 

小越委員  私は採択するべきだと思います。 

  先ほどの質問の中でも県として丁寧に進めていくという話がありました。で

すけども国が一方的に４２４の病院のリストを掲げたことに大きな問題があり

ます。７つの病院はそれぞれ独自の取り組みをして機能分化やまたその地域に

見合った、地域になくてはならない病院になっていますけれども、国が勝手に

公表し県の越権行為ともいえるような事態ですので、この請願をしっかり採択

をして国に対して４２４病院のリストと再検証の要請を白紙撤回することを県

として求めるべきだと思います。国に対してこの押しつけをやめるようにいう

べきだと思います。 

 

 

討議      なし 
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採決       採決の結果、継続審査すべきものと決定した。 

 

 

 

※所管事項 

質疑に先立ち、執行部から第９号議案「山梨県の事務処理の特例に関する条例中改正の

件」について、当委員会の所管に関わる部分の説明が行われた。 

 

質疑 

（新型コロナウイルスについて） 

山田（一）委員 昨今コロナウイルスの問題について知事はいち早くいろんな対策を打ち出し

ておりますし、きのうもいわゆる国が救済できない部分のパート等っていうん

ですか、非常勤職員の１日４,０００円１４日までのものが、どんどん出てい

くんですが、実際に情報がある程度あんまり表に出てきてないので、まず、山

梨県が引き受けたいわゆるクルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号における

方々たちが今どういう状況にあるのか、まずお聞かせをいただけますか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） クルーズ船からの新型コロナウイルスの感染

患者の受け入れにつきましては、まずきのうの時点で累計で２０名の患者さん

を受け入れております。そのうち、７名の方がこれまでに既に退院をされてお

りまして１３名の方が入院を継続中という状況でございます。当初お一人だけ

非常に重症の方がいらっしゃいまして、人工呼吸器、気管挿管というような処

置が必要な状況でございましたが、その方も回復をされまして一般病床に、一

般の個室に移られています。 

  随時、国の定めました退院の基準がございまして症状が消えた後、４８時間

後に一度ウイルス検査を行い、また、そこでもし陰性が確認された場合、もう

一度１２時間後に検査を行いまして陰性が確認された場合には退院が可能とい

う形になります。 

  また、中には海外の外国の方もいらっしゃいますので、その場合退院後の帰

国等につきまして、大使館等と連絡調整をする中で手続を進めるということが

必要になってまいります。そういった形で順次回復された方の退院に向けて今

後も連携を取っていきたいと考えております。 

 

山田（一）委員 よろこばしいというか、今のところ健闘しているということですが、その過

程である程度山梨県なりにわかったことっていう、そのコロナウイルスに対す

る対処法がわかったことっていうのはある程度蓄積されてきているんではない

かと思うんですが、その辺のところでわかる範囲のことがあれば知っているこ

とがあれば教えていただきたいと思います。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 新型コロナウイルスに関しましては国、また

ＷＨＯ、国立感染症研究所などでそれぞれ研究等が進められておりまして、そ

ういった情報も幾つか入ってきておりますが、やはり新しい感染症ということ

でまだまだ明らかになってない部分もございます。ただ、そうした中で従来の

コロナウイルスの一種ということですので、そういう意味ではそれほどは、空

気感染等、そういった心配はないだろうということは言われております。 
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  一般的に接触感染、飛沫感染というものが感染の方法として考えられており

ます。ですので、これまでも知事も会見の中で毎たび申しておりますけれども、

一般の感染症対策ということで特に手を洗っていただくということが非常に重

要であります。 

  今のマスクが不足というようなことで、結構県民の皆様が非常に不安になっ

ておりますけれども、予防のためのマスクの着用というのは全く効果がないわ

けではありませんが、ほんとに密着したような環境の中では一定の効果があり

ますけれども、通常に生活する中ではマスクというのは一般的な予防としては

それほど効果が期待できないので、とにかく先ほど申し上げました手をよく洗

っていただくということが何よりも予防になりますので、ぜひその辺、先生方、

委員の先生方にも機会がありましたら住民の皆様に御周知をお願いしたいと思

います。 

 

山田（一）委員 じゃあ、一応私としては最後にしたいんですが、知事も先々週ですか、金曜

日にもう山梨県にはまだ陽性患者はいないけども、一応感染者がいるという前

提ぐらいの状況だというような御発言があったということは、県としても当然、

陽性患者が出たときの対応っていうのは当然できているんではないかと思いま

すが、その手順はどんな、簡単で結構なんでそのことについて、感染者が発生

したという状況を受けたらどういう対応をするのか教えてください。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） こちらの表はホームページのほうで公開して

おりますが、毎日のように疑い患者さんといいますか、新型コロナウイルスの

症状に似た患者さんの届け出が各医療機関等から上がっておりまして、その疑

い患者さんについては保健所が赴きまして状況を確認しまして、検体を取りま

して、それを県の衛生環境研究所へその都度運んでおります。 

  これはほぼ２４時間体制で行っておりまして、本当に深夜まで毎日保健所の

職員がそういった対応をしております。 

  その中で、これまでずっと陰性できておりますが、万が一陽性が確認された

場合には速やかにその患者さんに対して入院勧告を行い入院をしていただく形

になります。 

  その上で御本人の同意をいただいた上で、さまざまな御本人の行動歴であり

ますとか、その親族の状況とかそういったもの全部確認を取りましてその中で

濃厚接触者がいる場合にはその濃厚接触者の健康観察、行動観察も行っていき

ます。必要に応じてその濃厚接触者の方がもし症状が出てきた場合には速やか

に同じような形で検査を行いまして、もしそれで発症した場合には同じように

勧告をさせていただくような形になります。 

  万が一ですが濃厚接触者が限定できない、ほんとに不特定多数に濃厚接触者

がいるような可能性がある場合には、この場合にはできるだけの情報を県民の

皆様に公表させていただきまして注意を呼びかけていきたいと考えております。 

 

向山委員  じゃあ、済みません、自分もコロナウイルスで何点かお伺いをしたいと思い

ます。まず福祉保健部の皆さん初め、関係者の皆さんほんとに昼夜問わず対応

していただいていることに感謝を申し上げるとともに、これからまた発生した

ときに対応をぜひ迅速にしていただけるようにお願い申し上げたいと思います。 

  その上でこれまでの対応について正すべきもの、あるいは反省をすべきもの

についてはしっかり検証しなければいけないなというふうに思っています。 

  その何点か聞きたいんですけど、まず現状で検査体制っていうのは何件ぐら

い行えるような検査体制は整ってますでしょうか。 
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下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 検査の件数につきましては具体的に何件とい

うのはなかなか申し上げにくいところがございます。といいますのは、今、県

の衛生環境研究所で行っておりますけれども、その中でＰＣＲ検査ができる機

械複数台ございますけれども、その中で例えばこの新型コロナウイルス以外の

例えば食中毒でありますとか、ノロウイルスでありますとかそういった検査が

持ち込まれることもございます。 

  ですので、今の体制としましては１台をその専用にとっておりまして、必要

に応じてほかの機械も使えるような形にはしておりますけれども、その１台の

機械に一度にかけられる件数、かなりの数がかけられるんですけれども、ただ

検体が、一度に持ち込まれればそれを一度にかけることができますけれども、

それが時間差でたくさん持ち込まれると、その都度また対応ということが必要

になってまいります。ですので、そのいろいろな条件によりまして対応できる

件数というのが非常に変わってきますので一概に何件までというのがなかなか

言えない状況です。 

  大体１つ、１回の検査に３～４時間かかるような状況になっております。た

だこれまでホームページのほうでも疑い患者の検査件数、毎日のものを公表し

ておりますが、その中で一番多かったのが２０件という日でございます。ただ、

その日も疑い患者さんだけでなくそれ以外にも先ほどのクルーズ船の入院患者

さんの退院に向けた検査、またその患者さんを受け入れた病院の職員の院内感

染がないかを確認するための検査というものをあわせて行っておりまして、実

際には１日にかなり、一番多い日でありますと５０、６０というような件数ま

で対応しております、という状況でございます。 

 

向山委員  承知しました。その体制であれば対応できるという、今、見通しでよろしい

んでしょうかね。民間にお願いしたりとかそういう体制を強化しなくても。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 現状では特にストレスなく対応はできており

ます。ただ国が、新聞でも報道されましたけれども、今度保険適用にするとい

う話もございます。具体的には民間の検査会社に県から検査を委託できるよう

な、そういう仕組みにするということなんですけれども、必要に応じまして、

衛環研でもし対応がしきれないような件数がもし今後出てきた場合にはそうし

た民間の検査機関等を活用したり、また県内の例えば山梨大学とか県立中央病

院とかいった大きい病院ではそういった検査も可能と考えておりますので、そ

ういったところにもお願いする中で対応していきたいと考えております。 

 

向山委員  承知しました。現状はわかったんですけども、これまでに検査をお願いをさ

れたけども、キャパの問題、あるいは対象じゃないからっていうことで検査を

断った件数っていうのはこれまでに何件かありますでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） きょうの新聞などでも医師会が何か件数を公

表しておりましたけれども、現時点では山梨県におきまして最近そういった形

で検査を、当然何も症状がないのに検査してほしいというのはちょっとできな

いんですけれども、国のほうで検査、相談の目安、また検査の基準というもの

を持っておりまして、２月１７日以降は幾つか条件は列挙した上で、その上で

医師が必要と認めた場合には検査対象となりまして、診察した医師の判断で検

査が必要だ、新型コロナウイルスの感染が否定できないと判断された場合には

検査対象としておりますので、本県におきましてそういった医師が必要だと認
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めたものを検査の対象としなかったという事例は現時点ではないものと把握し

ております。 

 

向山委員  そうしたわけで実際に自分、何人かちょっとお話をお伺いする中で相談窓口

に電話をするととりあえず、かかりつけ医に行ってくれということで、かかり

つけ医に行くと、かかりつけ医じゃどうしようもないからっていうことで、県

立中央病院にっていうことで話をされて、中央病院のほうに話をしたら、うち

のほうでは受け入れませんっていうような状況があったと。要はその対象基準

じゃないから。そうすると、かかりつけ医のほうでももうどうしよう、医師が

必要と判断してもその検体を送ることっていうのは町医者とかでも送ることは

今、可能な状況になっているんでしょうか。それとも１回県立病院をかまない

とお願いできないのか、それどういうような状況になっているんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） ２種類ございまして、１つには帰国者・接触

者外来という医療機関を各県で設けております。原則的には各保健所にありま

す帰国者、接触者相談センターという名称になっておりますが、各保健所にあ

ります相談窓口にまず連絡いただいて、そこの相談の目安は国が示しておりま

す。 

  その上でそこで保健所が該当する方につきましては帰国者・接触者外来のほ

うへつないでおりますが、ただ、現時点でやはり幾つか相談の目安の中で検査

の基準の定める中で、今の時点でインフルエンザなども普通の通常の季節性の

インフルエンザもはやっている中で、全ての方を接触者外来へつなぐという形

ではなく、まずはそうした通常のインフルエンザでありますとか、そのほかの

一般的な疾患の疑いのほうが県とすれば強い状況になっております。 

  例えば風邪の症状が長引いているとか、ちょっと肺炎の類似の症状、息苦し

いとか倦怠感がある、そういった症状がある場合には当然帰国者・接触者外来

のほうになるんですけど、きのうから高熱が出ましたっていうだけであるとま

ずはインフルエンザを疑っていただくということが基本になりますので、イン

フルエンザの検査をしていただいて、そこがもしインフルエンザが否定された、

インフルエンザの検査でインフルエンザではないというようなところになって、

症状が長引くというような場合には、その対象になってくるという状況になっ

ております。 

 

向山委員  今、山梨県内では発生していない状況なので、発生したらそこが蔓延期にな

らないような抑え込みをすることもすごい重要だと思うので、その検査件数を

なるべくふやしてある程度多くの方に、自分が聞いたのはインフルエンザにも

該当しなくて風邪の症状が長く続いているっていう方だったんですけど、その

方でも中央病院のほうに受け入れてもらえないから、最後に紹介状を書いても

う送っちゃったっていってたんですけど、そういうような状況も実際にあると

いうふうに見聞きをしてますので、ぜひそこは検査体制の強化も含めて御検討

いただきたいなと思います。 

  もう１点、マスク、医療用マスクについては現状では足りている、これから

の予測も含めて今の現状をお伺いします。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） マスクにつきましては医師会等からもマスク

等の確保というものを県のほうへ御要望いただいているところです。実際にち

ょっと市中で品薄になっている状況はこちらでも認識しております。そうした

中で県としましても各卸業者さんのほうへ安定的な確保、流通について協力を
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お願いしているところです。 

  また県としましても、マスク等の確保につきまして、県等が働きかけを行っ

ておりまして確保でき次第、各医療機関、施設等へ配布していきたいと考えて

おります。 

 

向山委員  幸運なことに山梨は、今、発生していないので、現状で受け入れている方は

いらっしゃいますけども、医療機関の方のそのマスクっていうのはこれからの

部分も見据えてしっかり準備をしていただきたいなと思います。 

  その上で１点だけ、２月に県のほうで四川省にマスクを送っていると思うん

ですけど、それがマスク２万枚と防護服１万３,０００着、これについての担

当はどこで、どういう判断で送られたかっていうのをお伺いします。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 当時、この送ることにつきましては、国際交

流というか友好の関係で観光部のほうで対応しております。その時点で業者さ

んのほうに観光部のほうから県内への流通に影響がない範囲でというところで

その事業を行ったと確認しております。 

 

向山委員  その際に福祉保健部としての意見もしっかりお伝えをして、これから先それ

だけ送っても不足になることはないですよっていうことをしっかり協議をした

上で送ったっていう捉え方でいいんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 協議といいますか、確保につきましてはそれ

に支障がない範囲で事業を行うという形で確認をとっております。 

 

向山委員  一部に野党じゃなくて、自民党の中からも、マスクを送ることに関しては自

治体が行うこと、実際に日本国民の日常生活及び医療機関や介護施設の不足が

著しい現状においては慎重を期すべきであると。また備蓄物資は地方交付税法

措置であることから外国への支援を行う場合は国との連携調整の上適切に執行

されるのが望ましいっていう自民党内で要望が出されているところもあるので、

ぜひその備蓄量と、現状備蓄はないっていう認識でいいと思うんですけども、

その中で県として流通状況も考えてしっかり行っていただきたいと思いますが

そこら辺の何か決めとかガイドラインっていうのはあるのか。あるいは誰か知

事を含めて、単独で決定機関があれば、そういうものを措置として行えること

ができればいいです、どういう今、仕組みになっているのかというのをまずお

伺いしたいと思います。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） マスクにつきましては、当部局、福祉保健部

だけでなかなか確保が難しいところもございますので、例えば総合政策部とか

他の部局とも協力する中で外部への働きかけ等を行っているところです。 

 

向山委員  まずこのマスクについては担当が国際交流っていうこともあると思うんです

けども、この委員会のほうにも私としては報告を受けた部分もないですし、流

通の中でこれだけコロナとなっている中、福祉保健部としてそういった考え方

として実際に流通がどうなのか、あるいはこれから先の感染拡大がどうなのか

っていうことをしっかり協議をした上での判断だったらいいと思うんですけど

も、拙速にしないような判断を、これからぜひ、この先も判断としてあり得る

と思うので、ぜひ行っていただきたいなと思います。 

  情報公開についてお伺いしたいんですけども、先ほど小越委員からもあった
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んですが、専門委員会の中で情報の出し方を途中で変更したっていうことを認

識しています。それは受け入れ数の人数の変更ということで、この専門家委員

会の法的位置づけはどういうものになっているんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 法的な位置づけはございません。ただ、やは

り今回のコロナウイルス感染症につきまして対応していく中で医学的、専門的

な知見が必要という意味でこの専門家会議を設置いたしました。 

 

向山委員  法的位置づけはないんだけども情報公開の決定権限はあるっていう考えでい

いんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 決定は知事がしております。あくまでもこの

専門家会議は助言をし、その助言を踏まえて知事が判断をしております。 

 

向山委員  そうすると、一番最初は人数を公表しなかった。病院名については、自分は

理解をできるんですけども、受け入れ人数を公表しなかったというのはどうい

う理由から人数を公表しなかったんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 受け入れの人数につきましては、当初のやは

り何のために情報を出すかというところですが、県民の皆様への感染の予防と

か蔓延の防止ということのために必要な情報は出していくということを最初に

知事が方針として出しました。 

  そういう意味ではこのクルーズ船の患者さんの人数というのは、そういう意

味での蔓延の防止とか感染の拡大には特段必要のある数値ではないという判断

で当初は出しておりませんでした。 

  ただ、そういった中で、県民にいろいろなさまざまな疑念というんでしょう

か、県が何か隠しているんではないかとか、またいろんな根拠がない情報、う

わさがＳＮＳなどで広がったりというところもございましたので、そういった

段階を踏まえまして、知事が専門家の意見も聞く中で、できるだけ必要のない

意見は公表して県民の必要な、信用ができる情報を県が出していく、そういう

必要があるという判断で情報を出すこととなりました。 

 

向山委員  情報公開については知事のほうも基本的な考え方は専門家の方も呼んで、そ

ういう意味でされているっていうことは重々承知していますけども、その人数

も含めて、なるべくある程度の情報がないと実際に出なかったことで、自分も

実際もう感染者がいるのに県は隠しているんだろっていうのを何人にも言われ

て、そういうようなデマが回ってしまうこともあると思うので、なるべく正確

な情報をオープンにするような情報に努めていただきたいなと思いますし、国

のほうで出している公表基準にのっとってこれからは基本的には行うっていう

ことでいいんでしょうか。 

  基準はその当時なかったと思うんですが、２月２７日に出ているその厚労省

の公表基準にのっとってこれから感染者が出た場合は、その公表基準で公開す

るっていうことで、ちょっと確認をさせていただきたいんですけど。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） これは、済みません、知事によりますと、必

要な情報は国の基準に限らず、積極的に出していくという方向でございます。 

 

向山委員  それであれば公表基準を下回ることはないっていうふうに今、認識をしまし
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た。ぜひそうした意味で積極的に公表をしていただきたいと思います。 

  もう１点、帯広の病院で、学校が休校になったことで看護師さんが足りなく

て病院が回らないっていうような状況があると思うんですが、県内でそういっ

た状況が今あるのかないのかそこをまず確認したいと思います。 

 

井上医務課長  そういった情報は今回は承知はしておりません。 

 

向山委員  県内ではないということなんですけど、実際それだけ大きいことだったとい

うふうに思います。 

  これは子育て支援局のほうにちょっと聞きたいんですけども、要はこの１つ

の、今回試金石じゃないんですけど、学校がこれだけ急に休みになったことで

どれだけ働けない人がいるか、どれだけ職場に影響があるかっていうことを支

援局として把握をするようなことを取り組んでいただきたいと思うんですが、

現状でそういった何か声が入ってきたりとか、声をとりにいったりとかそうい

うことがあればお伺いしたいと思います。 

 

井上医務課長  済みません、子育て支援局へのお尋ねだったんですけれども、その調査、医

務課で今、現在始めたところでございまして、それぞれの医療機関に対してお

子さんを預けることができないから休まざるを得ない医療関係者が何人くらい

おりますか、その対応はどうしておりますかという調査をしているところでご

ざいます。 

 

向山委員  医務課さんのほうでやっていただいているっていうことなんですが、ぜひそ

れを子育て支援のほうにも生かしていただける今回チャンスだと捉えていただ

きたいなと思います。 

  いい言葉だなと思って持ってきたんですけど、３月１日付の山日に保育園か

ら在宅勤務に変えた方が、社会全体の働き方が変わるきっかけになるといいっ

ていうふうにお母さんがおっしゃっていたんですけど、本当に今回のこのコロ

ナウイルスでこうした休校措置になったことで、いろんな形で公務員の皆さん、

あるいは病院関係者、それ以外の方もみんな子供との接し方とか働き方を考え

る大きな契機になったと思うので、ぜひ子育て支援局の皆さんも横断的に各部

局とも連携をして、どういう影響があった、効果があったのかっていうのを考

えてこの機会をとらえましてやっていただきたいなと思います。最後にそれを

お伺いして終わります。 

 

下條子育て政策課長 保育園、幼稚園に通われている世帯の方につきまして保育園、幼稚園の

実施主体が市町村でございますので、市町村と協力しながら、また学校とも連

携しながら、どのようなことができるか考えていきたいと思っております。 

 

志村副委員長  済みません、じゃあ今の関係ともう一つ、二つだけお聞きします。 

  私も地元のほうで今回の休校、休業措置に関して学童の特に現場の方々から

お話をいろいろ伺いまして、向山委員が質問で指摘をされたこと以外の部分で

この新型コロナウイルスで対応をされて、ちょっと今後教育委員会のほうとも

連携をしていただきたいなということがあります。 

  それはやはり基本は自宅で学習なり、保育なりっていうことですけど、それ

ができない場合に学童保育で受け入れをするということで、特に笛吹の場合は

お弁当を持ってくる、水筒を持ってくるっていう条件と学童の利用登録をして

いる方々のみなので、場合によっては行けないっていう子も出てきてしまうと。 
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  それで厚労省のほうでもフードバンクに対してその情報提供っていうふうな

ことも出ていましたけど、その栄養がこの１カ月休んでいる間に大分レトルト

食品なんかを昼間食べることによって栄養状態がよくなくなると。これは実績

として夏休みとかが終わると困窮家庭のお子さんなんかは痩せて２学期出てく

るっていうふうなことがあって、今回もそういうことにならないだろうかって

いうことを非常に心配をされていました。かつ年度が変わると健康診断があり

ます。さらに学力調査、簡単なテスト等もある場合があります。 

  そうすると、非常にその今回休んだことによって十分に健康状態が維持でき

なかったお子さんの状態だけではなくて健診も学力も落ちるんじゃないかと。

その辺を非常に心配をされていました。ですので、何ができるか対応できるか

っていうことは、今、毎日状況が変わってく中で、それぞれの現場で対応され

ていると思うんですけども、１カ月ぐらいありますので、年度が明けるところ

で収束に向かっていれば学校に今度は出ていけたりということになると思うん

ですけども、そういった部分の健康状態とか学力とか、影響が出るんじゃない

かっていう心配に対して対応をぜひ検討していただきたいと思いますけども、

いかがでしょうか。 

 

下條子育て政策課長 教育委員会におきましては、小学校等を休校としておりますが、小学校

１年生から３年生におきましては受け入れることができるというふうな通知を

出しております。それで、市町村の判断でございますけども、受け入れている

ところもございますし、また全て休校としているところもございまして、その

差はございますけれども、既に教育委員会と一緒に調査をしておりまして状況

の把握はしておりますので、今後も引き続き教育委員会に今のお話をお伝えし

て対応等を一緒に考えていきたいと考えております。 

 

志村副委員長  よろしくお願いします。 

  新型コロナに関してはこの１点だけで、所管事項の中で、もう１点お聞きし

たいのは医師確保対策ということで、特に今回峡東地域が医師偏在指標におい

て山梨県のその４圏域の中で一番低いということで、今ちょうどパブリックコ

メントをきょうまでやられていまして、医師確保対策ですね、今後その地域医

療計画に基づく中で、この医師確保、偏在をどのように改善していくかってい

うところはちょっと予算の中でもなかなか読み取りにくいところでもあるので、

今後の考え方をぜひこの場でお聞きをしておきたいと思うのですけども、よろ

しくお願いします。 

 

井上医務課長  新たな医師偏在指標が公表されまして、峡東地域が医師偏在指標が県内で１

番悪くございました。  
  これはこれまで医師１０万人当たりの人口ベースで見ていたものを患者の流

出入なんかも考慮することになりまして、そういった影響もあるものと認識は

しております。 
  本県はこれまで医師少数区域というのが峡南と富士東部は多くございました

がこれらも全て中間区域ということで少数区域から外れました。ただ、そうは

申しましても患者の流出入も加味したということは今、不便をしてわざわざ他

の地域へ行っているという状況もあるかと思いますので、そういったことも考

えながら医師の偏在というものをしっかり是正していかなければならないと考

えております。 
 
志村副委員長  ありがとうございました。医師の偏在に限らず、これから病床も含めて病院
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のそれぞれの在り方、先ほども出たとおり、病院の再編云々ということも含め

て、きっとこの山梨県内の全体の中でのこの病院の役割分担とか、それから病

床の転換とか、峡東のほうはどちらかというとリハと回復期の病院も多いって

いうことで、きっとそういうことも含めて医師の偏在と合わせて今後の山梨の

医療をしっかりと考えていかなければならないのかなっていう思いもしており

ますので、また今後も引き続きそうした観点から不便をされているところにも、

そうはいってもなかなか難しい面もあるとも思いますけども、医師確保対策と

ともに山梨の医療を前進させていけるように取り組みをお願いしたいと思いま

す。 

  もし御見解があればお聞きをしたいと思いますけれど、よろしくお願いしま

す。 

 

井上医務課長  まずは山梨県全体の医師数をふやしていくというのは大きな考え方でござい

まして、これにつきましては先ほど予算のところでも説明いたしましたが、地

域枠の方にはこれから第二種を全員借りていただくというようなことで、とに

かく県内に残ってもらうという施策を強力に進めていきます。 

  加えて、偏在につきましてもしっかり是正をしていく手立て、新規事業等も

計上しておりますので、こういったことを踏まえましてしっかり進めていきた

いと思います。 

 

（ヘルプマークの普及について） 

永井委員  １点だけお伺いしたいと思います。今回の本会議の中でも質問をされた議員

がいたんですが、ヘルプマークのことについてちょっとお伺いをしたいという

ふうに思います。 

  本会議の中でヘルプマークのさらなる普及ということで質問があった中で、

部長のほうから、要はさまざまな部分の中で普及啓発に務めるという部分でテ

キストの中に入れてみたりとか、小学校の総合的な学習の中でというようなお

話がありましたが、その中に実際市町村においては、かばん等につけるヘルプ

マークやマークの表示と具体的な配慮等記載されるヘルプマークを配布してい

るということの答弁がございました。 

  最初にこのヘルプマーク、現在各市町村で何市町村ぐらいカードとマーク両

方でもいいんですけれども何市町村ぐらい配られているところがあるのか教え

てください。 

 

小澤障害福祉課長  まずヘルプマークでございますが、ヘルプマークは県内でございますと

４市町、具体的には甲府市、北杜市、富士川町、南部町この４市町でございま

す。ヘルプカードでございますが、こちらはちょっと多くございまして２１の

市町村で配布がされているところでございます。 

 

永井委員  っていうことは１つだけ、２７。２５だから２つやってないところがあるっ

てことですか。 

 

小澤障害福祉課長  申しわけございません。２１市町村でヘルプカードを配布しております

けども、その中に先ほど甲府市、北杜市、富士川町、南部町につきましてはあ

わせて配布をしております。ですので２１がカードかマーク、いずれかを配布

している、両方配布しているということで、残りの６つがまだ配布をしていな

いという状況でございます。 
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永井委員  以前、私も実は本会議場でこのヘルプマークについて、ちょうどそのＪＩＳ

規格に上がったときに質問をさせていただきました。 

  実は今と違って当時は当然まだヘルプマークというものが社会にも認識され

ているのが今よりもさらに低くて、要は、県の取り組みも実は今回のものとは

比べ物にならないぐらい後ろ向きの答弁だったのが、ここまで前進をしてきた

ということで、今回ガイドブック等の掲載ポスターをつくってっていうような

ことで、非常に前向きにはなったんですが、そこで実は一番最初に私が質問し

たときに、このマークをその当時で６つぐらいの都道府県で配って、普及啓発

にと、東京なんかはこれをつくったもともとのところですから、配ってやって

いたっていう部分があるんですけれども、今まだ、もしかしたら今この現状の

中でいくと相当広がりがでてきて今はどれぐらいになっているかわからないん

ですが、現在やっぱり今言ったように６つはつくれてないところもある。マー

クは４市町村と。カードは多分こういう簡易的なものだと思うんです。多分ほ

んとにカードのものなので、やっぱりこの東京オリンピック・パラリンピック

があってその前に、かなり前だったんだけどもそういうものも控えていて、要

はヘルプマークっていうものが質問した藤本議員も言っていましたけれども、

気づいてもらいたくても外的に全く、要はわからない方がこれを持っているわ

けですよね。っていうものをさらに普及させていくためには、やっぱり音頭を

取ってポスターとかを配るだけじゃなくて県も積極的にこのヘルプマークをそ

ろそろゴムのやつ、あれを山梨県でも配布をするようなことを検討したほうが

いいと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

 

小澤障害福祉課長  永井議員が以前本会議に御質問されたときには、県においてはチラシ等

で周知を図っているという形で御答弁をさせていただいたと思います。 

  現在はそのチラシに加えて、ガイドブック等によって普及をしておるという

ことでございますが、また、県においては恐れ入りますがヘルプカードとはち

ょっと違いますが、そのチラシの中にヘルプマークを印刷してございまして、

それを切り取っていただくことによりましてヘルプマークとして、あるいはヘ

ルプカードとして使用できるような形での簡易なものを配布しておるところで

ございます。 

  それを今のところ配布しているところでございますが、平成２９年のＪＩＳ

規格に登録されて以降、各市町村でおきまして活発な取り組みがされてきてお

りますので、県といたしましては市町村の取り組みにつきまして今後も支援を

してまいりたいというふうには思っておりますし、また、先ほど申しました県

につきましてはガイドブック、小学生を中心としましてガイドブックや、ある

いは県民の皆様に対しまして、事業所に対しましてポスター等を掲示していた

だくことによってより周知を高めていくという形の取り組みを進めてまいりた

いというふうに考えております。 

 

永井委員  その簡易的なもの、実は本会議のときにも私、出して、こういうものだって

いうことを示しながら質問もしていたんですけど、それから変わってないなと

いうふうには思っているんですが、やっぱりそのマーク４つ、カードとマーク

含めて２１市町村がやっていて６つができていない。 

  より広い部分でやるためにはやっぱりこの普及啓発だけではなくて県がほん

とに旗を振って、そういったものをむしろほんとにやってないところには県が

出すぐらいの感じでマーク、ほんとに確かに今おっしゃった簡易的なものは印

刷して出して、自分で厚紙に印刷すれば確かに厚くなりますけど、あれをなか

なか、かばんにつけてやるっていうのはそのときも言ったんですが難しいとい
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うふうに思います。 

  もし各市町村に普及啓発を投げかけるのであれば、ぜひカードも重要なんで

すけど、このマークっていうのがカードはほんとにこのカードの中にマークの

絵が描いてあるようなもの、多分課長もよく御承知だと思いますが、なので、

そのマークをぜひほかの市町村４つ以外でも、ほかの市町村にも、またやって

ないこの６つのところにもぜひ今もう社会的にこのヘルプマークは普及を啓発

していくっていう流れになっていますから、ぜひ、そういう県でも検討はして

いただきたいんですけれどもなかなか難しいということであれば、ぜひ各市町

村にそんな投げかけもしていただきたいというふうに思いますが、最後にいか

がでしょうか。 

 

小澤障害福祉課長  検討いたしましたら、やはりヘルプマークの認知が進んで、また利用し

やすい環境をつくっていくということは最も重要なことというふうに考えてお

りますので、市町村に対しまして呼びかけを行って、よりこの取り組みが広が

るような形で環境づくりに努めてまいりたいというふうに考えております。 

 

（新型コロナウイルスについて） 

小越委員  本会議で新型コロナウイルスについて質問させていただきました。今、見ま

すと県庁のホームページが大分変わっておりまして、１週間前と大きく変わり

ました。今見ましたら最初のところに、トップページに県から皆さんにと呼び

かけ文まで書いてあって、大きく変わったなと思っています。 

  このホームページの総合情報を見ますとさまざまな情報が出てきます。トイ

レットペーパーの話から、それは中小企業の融資から、全庁的に取り組んでい

るというか、対策をしているかっていうことを思って１週間前のホームページ

と大きく変わったのでこれをもっと、２８日からのツイッターも始めているみ

たいですし、県民にわかるところはどんどん情報を出していかないと感染も拡

大させちゃいけないけど、不安も拡大させちゃいけないっていうのが１番だと

思っています。 

  なので、幾つかお聞きしたいことあるんですけど、私、本会議でも質問いた

しまして、そのときのお返事がちょっとわからなかったこととか、今、またど

んどん状況が変わっているんですけども、先ほど向山議員からもありましたマ

スクの話です。確か、私も医療機関やそれから高齢者施設のマスクの確保って

いうふうに質問いたしましたら、今、現在確保に努めているところですという

答弁しかなかったんですけども、山梨県としてマスクやそれから消毒液ですよ

ね。防護服で、備蓄はどのくらいあるんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） マスク、消毒液につきましては備蓄はござい

ません。 

 

小越委員  ないっていうことは、よく市町村で子供たちにマスクを与えるとかいってい

るんですけど、全国、国としては７００何万枚マスクがあるっていったんです

けど、県としてはマスクとか消毒品とか１つもなくて、どうやって、確保する

っていうか何か手立てっていうか、めどがあるんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 国のほうからも、ちょっとそういう備蓄がな

いところについては優先的にあっせんしたいというような連絡もいただいてお

ります。業者さんのほうへお願いをしたり、また、先ほども他の部局とも連携

する中で他の部局からそういうつてがあるところにはお願いをするというよう
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な方法をとっております。 

 

小越委員  それで、質問したときにも医療機関や高齢者施設にどのくらい備蓄があるの

か、備蓄やそれから保有状況、これから入庫の状況も把握しているのかって聞

いたんですけど、それはどうなっているんでしょうか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 済みません、先ほどの備蓄といいますか、ま

ずは流通を確保するというところで卸業者さんのほうに対しまして安定的な流

通また在庫の確保等をお願いしているところございます。 

 

小越委員  質問は、各医療機関や高齢者施設はどのくらいストックがあるのか、どのく

らいストックがあと１カ月ぐらいもつのか、いや、もうすぐ終わっちゃうのか

２～３カ月ぐらいあるのかちゃんと入ってくる予定があるのか、各医療機関や

施設の状況をどのくらい把握しているのかっていうことを聞いているんですけ

ど。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） その辺の納入の見通しというのは医療機関よ

りはむしろ卸業者さんのほうが情報がございますので、そちらのほうに対しま

して確保どのぐらいできているか、また今後きちんと在庫の確保、適正な流通

をということでお願いをしているところでございまして、業者さんのほうでは、

自分が担当している、自分がいつも契約して納入している医療機関分について

は確保をしているというふうには聞いております。 

 

小越委員  全部安心ってことですか、山梨県の場合。マスクは医療機関に必ずいくと、

それは枯渇することはないと考えていると思うんですよね。 

  それとあと、これから広がってくるときに一般病院、感染症の病院でもでき

ているかどうかわかりませんけど陰圧の装置ですとか、人工呼吸器ですとか、

それから入り口を別にしてくださいっていうときに、そのような整備をするよ

うなことをもう既に今、感染症の病院が６か７かありますけども、県立中央病

院や山梨医大病院以外にもありますよね、幾つも感染症の病院。そこですとか、

それが普通のクリニックでも、もしかしたら来るときに別の入り口にしてくだ

さいとかそういうのはどう援助しているんですか、もう整っているんですか、

それは。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 先日知事が発表いたしました追加対策の中で、

またクリニックのところまではいっておりませんけれども、感染症、新型コロ

ナウイルスの外来を担当する医療機関、また入院を受け入れる医療機関につき

ましての設備整備の追加の支援っていうことで国から追加できておりまして、

その中で今、委員がおっしゃいましたような携帯用の陰圧装置でありますとか、

パーテーション、空気清浄機、防護服等がその対象となっております。そこに

対しまして追加で支援をするということになっております。 

 

小越委員  それは支援するから、今、もう既にＯＫで準備万端整っているという理解で

いいんですか。 

 

下川福祉保健部参事（健康増進課長事務取扱） 各医療機関でそれを整備していただくものに

対しまして、県と国で補助するという形になっております。 
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小越委員  それではまだ整備してないっていうことですよね、まだ準備が。今後、これ

から爆発的に１週間後なるかもしれない、そのときにはすぐ対応できていない

という状況なので、今すぐにでもここで手を打たないと、マスクや防護品の服

等を含めて動線確保や入り口のところも指示していただかないと、たくさん患

者さんが来たときに大混乱をして、そしてそこで病院の従事者が感染したとき

にもうそこは閉鎖になってしまうわけですよね。そうすると、そこの４０人、

３０人の看護婦さんがもう働けなくなってしまう。そうすると、受け入れなく

なってしまう、もうそこだけは防がなくてはならないと思うので、例えば医療

機関や高齢者施設に最優先にマスクもやる、消毒液もやるっていうぐらいにし

ないとまずいと私は思っています。 

  それから、きのう確か山梨県の知事から学童保育や保育園の方々で仕事を休

んだときにお金を給付するっていうのを発表されているんですけども、国も確

か休業補償について８,３００円だか４００円出すって言ったんですけど、国

とそれから県の制度はどのようにたてつけているか、国がやった分を県は補う

のか、両方もらえるのかどうしているんですか。 

 

土屋子ども福祉課長 国では３月２日にこういう助成をするということでＡ４で概要を発表し

ておりますけれども、その中で国の概略としては小学校等が臨時休業した場合

等にその小学校等に通う子の保護者である労働者の休職に伴う所得の減少に対

応するため正規、非正規を問わず労働基準法上の年次有給休暇とは別途有給の

休暇を取得させた企業に対する助成金を創設するということで、この国の制度

は事業主に対する制度ということになります。 

  一方で、山梨県のほうで登園自粛等を呼びかけた際には、新型コロナウイル

スの感染拡大をより積極的に防止するため子供が小学校、保育所等への登校、

登園を控えたことにより保護者が休業を余儀なくされた場合に、休業に伴う収

入減の一部を補填するといった新たな制度になっています。 

  先ほど小越委員がおっしゃられたとおり、国については１日当たり上限が８,

３３０円という上限になっており、県については、１日当たり４,０００円に

なります。国は企業主が有給休暇制度を新たに設けた場合ということになり小

学校が臨時休業した場合等にというところで「等」が入っておりまして、現在

ここで例えば小学校等が臨時休業した場合等の「等」の中に、臨時休業しない

けれども、自主的に登校を自粛したという人が入るかどうかっていうところを

確認していますけれども、不明確な状態です。 

  全体的には国の制度を優先して使っていただいた上で対象にならない方に対

して、住民税非課税世帯というふうな一定の要件を設けた上で、あるいは住民

税非課税世帯でないけれどもひとり親の方、特に今回仕事を休まざるを得なく

て収入が少なくなってしまってしまうというような方に対して県のほうでは助

成を考えておりますと。 

  国の制度については３月１０日ころに詳細な内容を公表するということにな

っておりまして、きのうの記者会見におきましても３月１０日の国の制度を確

認した上で県の制度について、受付を開始したいとして現在準備をしていると

ころです。 

 

小越委員  ということは国が３月１０日に出たところを受けて、一応ホームページにも

載っていますけど、山梨県もどうするかって、ただ４,０００円というのは、

８,３００円の半分ぐらいですよね。最低賃金掛ける６０％になるからこのく

らい少なくなってしまって１日４,０００円ではとても暮らしていけないし、

最大１４日っていうので、それで済むのかなと思っています。 
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  山梨県はこの４,０００円のこの制度、大体何人くらいで予算どのくらいと

見込んでいるんですか。 

 

土屋子ども福祉課長  実際の対象者につきましては、国の制度の詳細が発表されない中では

っきりと今現在これだけの推計ということがちょっと不可能な状態です。そう

はいいましても、県のほうで把握できるところで、例えば、小学校３年生以下

の児童がいるひとり親世帯の方といった場合については県では児童扶養手当の

受給者数については、町村分については把握をしておりますので、市のほうに

も協力をいただいて、大体、今２,１４７人、これは小学校３年生以下の児童

がいる児童扶養手当受給者数が２,１４７人。また住民税非課税世帯で保育所

に通っている方についても大体１,０２４人というような人数を把握はしてお

ります。 

  その上で各市町村に、今、協力を依頼して対象となる世帯がどれくらいある

かと、住民税非課税世帯の方について、改めて調査をしたりしているところで

す。 

  さらに、やはり冒頭申しましたけれども、国の制度の詳細が発表されないと

実際の対象人数算出することが不可能ですけれども、今、財源についても確保

の協議をする中で準備を進めているところです。 

 

小越委員   国がそもそも事業主が申請しなきゃならないから事業主がやらなかったら、

これ対象にならないのは困るんですよね、事業主側が。それで、この事業主が

できるからいいと思っていたら、それは申請しなかったと、ってなりますと山

梨県の制度、これ救えるかどうかっていうのも整合性をちゃんととらないとほ

んとに必要な人にいかなくなる。 

  これ非課税世帯とか小学校３年生以下ってなりますと全部の方に網羅できな

いと思うんですよね。小学校４年生の方もいますし、それで４,０００円でい

いのかどうかも含めて対象が限定されていると思います。 

  今、財源を確保って言ったんですけど、じゃあ、ずーっとこの財源のこと私

何度も聞きますと既定の予算で行います、既定の予算で行いますってことで補

正予算のことなんか、なかなかなんですけど、財源的には何か規定の予算でい

けるほどの予算、既定予算でいけるんですか。補正予算も考えているってこと

ですか。 

 

土屋子ども福祉課長  金額につきましては昨日の記者会見のときにも質問もありましたけれ

ども、財源に限りのある中でといったところです。 

  それと県のほうでは、ちょっと、先ほど小学校３年生以下の小学生と言いま

したけれども、それ以上に特別支援学級ですとか、そこは４、５、６も含めて

特別支援学校これは中等部、高等部も含めてというふうなことで、また国で対

象にしていない個人事業主ですとか、フリーで働いている方についても、でき

るだけ対象にしていこうと考えております。 

  ２月２８日に、コロナウイルスの拡大、感染拡大の防止の観点から登園自粛

を早急に呼びかけをしたという中で、各事業、今年度の事業の中の２月補正も

しているところですが、そういったところの事業費の残額をかき集める、かき

集めるという言い方は変ですけれども、そういった執行可能額について対応可

能額について協議をしながら現在準備を進めているといったところです。 

 

小越委員  お金がやっぱりかかるし、かけなきゃいけないと思うんですよね。知事が必

ずやるっていうふうに言っていたので、財源がないからできないっていうふう
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にはいけないと思うんです。今、３月のときにここで急に仕事を休んでしまっ

たらもう生活ができなくなってしまう方いっぱいいるわけですよ、年度末越え

なきゃなんないし。ここはしっかり手当をするべきだと思います。 

  最後に私、聞きたいのは学童保育に今、行かざるを得ないお子さんが出てお

ります。学校が休校になったので学童保育ってなっているのですけど、国から

学童保育で１メートルだか２メートル離してくださいという指示が出ましたよ

ね。それで、子供たちのことがとても心配です。あるお母さんから聞きました。 

  学童保育に行っているんですけども、内容を聞いて愕然としましたと。５～

６人ずつ１部屋に入れて、２～３人ずつ壁に向かって座らせる。１人で遊べる

塗り絵や自由帳、勉強道具を持参で基本交流禁止、移動禁止だそうです。小学

校の低学年のお子さん、一人っ子だそうです。 

  この方は働いております、もちろん。子供たちが、ここは午後から学童保育

ですけど、４時間、５時間も壁に向かってずっと座っていて口をきくなと、そ

んなことができるわけないと思う、私だってできませんそんなの。コロナウイ

ルスが危険だからそういうふうにしているのは確かかもしれませんけど、子供

の心のケアもちゃんとしないと、ただでも、こういう急な突発のときに不安で

仕方がないときに壁に向かって２～３時間ずっと黙って勉強しなさいと、そん

なことを小学校１年生ができないと思うんですよ。子供の発達の問題も含めて、

親がどんな思いでいるかも含めて、子供の心のケアについてはどうするか最後

に聞きたいと思います。 

 

下條子育て政策課長 小学校が休校になったために子供の居場所というようなこと、それで、

非常に大変市町村も苦慮しているかと思います。特に今、新型コロナというふ

うな対応も考えた上で子供の居場所を確保しなければならないということで、

非常に市町村が苦慮していると思いましたけども、今、言ったようなお話をお

伝えしながら対応については検討していただこうと考えております。 

 

小越委員  先ほども四川省に送ったマスクのこともあるんですけど、やっぱり全体でや

らないとわからないと思う。今、教育委員会も子育てもやっているんですけど、

これ、富士吉田市で配られた資料、私びっくりしたんですけど、富士吉田が新

聞折込をして配ったらしいんですけど、対策本部がつくってここにはマスクの

ことも書いて、手洗いのことも書いて学童保育のことも書いてある。 

  やっぱり対策本部をつくって、どこかの国際交流課がマスクを送っていって

しまったじゃなくて、やっぱり全体でこの問題に取り組んでいく、それがこの

今回のホームページで最初に知事が言っているメッセージだと思うんです。ぜ

ひとも補正予算組んで対策本部をつくっていただきたいと最後に言って終わり

ます。 

 

飯島委員  小越委員の、３月４日に子育て支援局から新型コロナウイルス感染拡大防止

対策のための子育て家庭休業助成金制度って、今、議論がありましたが、それ

にちょっと加えて、これはほんとに長崎知事の英断だと思います。 

  国の施策と重複を排除する一方で漏れのない支援制度とすることを基本方針

として制度設計をしたと新聞に出ています。そして、３月１０日の国の制度の

詳細と合わせて受付を開始するということでありますけれども、きょうは３月

５日です。受付まで５日間あるわけでありますけれどもこれを見た対象の親御

さんは非課税世帯の証明書とか、ひとり親世帯の証明書を入手してこの５日間

に資料をそろえて請求しようと、こういうことをやろうと思うんですね。 

  この４,０００円、緊急のことだったんでもうちょっと私、丁寧にしてほし
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いなと思って伺いたいんですけど、１日４,０００円で請求書受付後速やかに

精算払いというふうにありますけれども、これは最大１４日間という、１４日

を限度というふうにあるんですけども、１日でも２日でも１４日でもまとめて

それが精算払いされてそれが振り込みなのか現金なのかと、この辺もすごい大

事なポイントだと思うんですよね。 

  今、こういう状況になって、仕事がなくなり、あるいは休まなきゃいけない

けど、家計を補うために仕事を探している人もいて、一刻も早く、４,０００

円の助成金をもらいたい、受け取りたいっていう方はやっぱり振り込みもして

いただいたほうが便利だというふうなことも考えると、その辺の今のその４,

０００円の支給、精算払いというのはどうなっているんでしょうか。 

 

土屋子ども福祉課長 今、県の制度も国の詳細が示されない中で準備を行っているところです

けれども、３月１０日までに申請してもらわなくちゃいけないっていうことは

なくて、この３月２日から、最後３月３１日のこの期間については、仮に３月

の終わりごろにさかのぼって、その日付で休んだということを申請していただ

いても対象にはすることとしております。 

  それと、できるだけそういった手続的に負担がないように、どうすればでき

るだけ負担がないようにできるかということも今、検討しているところです。 

  基本的には支払いは振り込みとしておりますけれども、ここで精算払いとし

ておりますのは、例えば概算払いで前金で払ってしまった場合に実際には休ま

なかったということになると、今度またそれは県に返還していただくというこ

とになります。またそこは複雑になりますので、例えば３月の初めに２日休み

ました、そこでお金をもらいました、また同じ方が翌週も休まざるを得なくて

休みましたということであれば、そこは同一人物であれば最大１４日間までは

１回だけということではなくて、柔軟に対応できるような形で準備を進めてい

きたいと考えております。 

 

飯島委員  緊急の事態なんで、何事もパーフェクトにお伝えするっていうのは難しいと

思うんですが、ホームページを皆さんが見るわけでもないし、なるべく字面で

振り込みにできます、現金にできます、あるいは１０日に限らず受付も緩やか

にやりますよというようなことをぜひ丁寧にやって、せっかく長崎知事がこう

いう英断をしたのでありますからそれを享受できる、１人でも多くの方がいて、

少しでも難を免れるような政策にしていただきたいということで終わります。 

 

 
 
その他    ・３月６日に教育委員会関係の審査を行うこととされた。 
 

以  上 

 
教育厚生委員長  渡辺 淳也 


